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＜要約＞ 

 本研究の目的は、消費者の食品ロス削減の取組に関係する消費者特性及び組織によるア

プローチ方法を明らかにし､食品ロス削減への参加を促進するための提言を行うことであ

る。仮説を設定し､慶應義塾大学の学生にアンケートを実施し、共分散構造分析とコンジョ

イント分析を行った。その結果、食品ロスの削減においては意図と行動との間にギャップ

が存在することが実証された。「食品ロス削減意図」は「知識」「外食頻度」「ベネフィット

評価」「コスト評価」と相関がみられた。また、「食品ロス削減行動」は「女性」「中食頻度」

「社会との同調性」「内的統制」「経済的利益」「社会貢献感」との間に相関がみられた。食

品ロス削減に向けた行動を消費者に促すためには、ただ知識を与えるだけでは不十分であ

り、情報提供の仕方に留意したうえで個人の性格をうまく利用したアプローチが有効だと

考えられる。 
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<Abstract> 

The purposes of this research are 1) to clarify effective consumer characteristics and method of 

approach by organization that associates consumers' participation to reduce food loss, and 2) to 

propose recommendations to promote consumers' participation. We proposed a set of hypothesis 

and conducted a survey for Keio University students, then conducted covariance structure analysis 

and conjoint analysis. As a result, it was demonstrated that there is a gap between intention and 

behavior in reducing food loss. Correlation was found between "intention to reduce food loss" and 

"knowledge", "eating out frequency", "benefit evaluation" and "cost evaluation". There was also a 

correlation between "food loss reduction behavior" and "female", "buying meal frequency", 

"synchronism with society", "internal control", "economic benefit" and "social contribution". In 

order to encourage consumers to act to reduce food loss, it is not enough to just give knowledge. It 

is thought that an approach that utilizes individual personality well by paying attention to the way 

of information provision is effective. 
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1.はじめに 

1.1 研究の背景と目的 

 近年、世界的な人口増加によって食糧不足となっている一方、先進国を中心に「食品ロ

ス」が大量に発生していることが問題視されている。「食品ロス」とは、まだ食べられるに

もかかわらず廃棄されてしまう食品のことを指す。日本は、食料自給率が 38％と先進国の

中でも低く、多くを輸入に頼っている1。しかし、農林水産省(2018)によると、日本国内の

食品ロスは 2015年の時点で約 646万トンと言われており、国連 WFPによる世界全体の食糧

援助量約 320万トンを大きく上回る。この食品ロス量を国民 1人 1日当たりに換算すると、

約 139gで、これは茶碗約 1杯のご飯の量に相当する。食品ロスのうち 357万トンは、製造・

卸売・小売・外食産業における製造時の切れ端、破損品、在庫、売れ残り、調理くず、食

べ残しなどの事業系食品ロスであり、289万トンは、家庭での調理の際に食べられる部分

の廃棄、食べ残し、賞味期限・消費期限切れ食品、食品の鮮度低下による廃棄といった家

庭系の食品ロスである。 

 食品の製造には多くのエネルギーがかかり、食品を廃棄することはそのエネルギーを無

駄にすることになる。また、廃棄食品の処理方法は焼却処分とリサイクルが考えられるが、

焼却には費用と環境への負荷がかかり、リサイクルには焼却処分以上の費用がかかるとさ

れている。したがって、事業者と消費者が協力して食品ロスの発生そのものを少なくする

必要がある。 

 他方、食品ロス削減に向けて取り組むことは、各主体にとって以下のようなメリットが

考えられる。政府や NGO にとっては、食料資源の有効活用、環境への負荷の低減、廃棄費

用など財政負担の軽減につながる。企業にとっては、食品廃棄コストの削減や、問題に取

り組む姿勢を見せることによる企業イメージの向上、新たなビジネスチャンスの可能性、

企業の活性化などが挙げられる。そして消費者にとっては、税金によって賄われる廃棄処

分費用の削減、生ごみの減少による地域環境の改善、社会貢献になるといったことが考え

られる。つまり、食品ロス問題の解決に向けて取り組むことは、社会全体にとってメリッ

トになるといえる。 

 以上の問題意識から、食品ロス問題を解決するためにはどうすればよいのか、どのよう

な取組を行っていくことが有効なのかについて知見を得ることを、本研究の目的とする。 

 具体的な目的としては、まず食品ロス削減に向けた意識や行動の要因となる消費者特性

を明らかにする。次に、消費者の行動を促しうる取組とはどのようなものかを検討する。

そして、これらの結果から、問題解決のために有効な取組の特徴について考察し、企業や

NGOなどに提言することを目指す。 

 先に述べたように、食品ロスは深刻な問題となっている。そして解決のためには政府や

企業が対策をとるだけでは足りず、消費者に問題について理解し、行動してもらうことが

不可欠である。現在様々な取組が行われているが、どのような取組が消費者の行動につな

がりやすいのかを明らかにすることで、問題の解決に少しでもつながる知見を提供するこ

とができる可能性がある。また、得られた知見は食品ロス問題のみならず、他の社会問題

にも応用できると考えられる。さらに、個々の取組に関する研究や事例紹介はこれまでも

行われてきたが、包括的な研究はあまり見られないため、学術的な意義もあるといえる。 

 

                                            
1 農林水産省「食料自給率とは」http://www.maff.go.jp/j/zyukyu/zikyu_ritu/011.html 

（2018年 11月 16日閲覧） 

http://www.maff.go.jp/j/zyukyu/zikyu_ritu/011.html
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1.2 本論文の構成 

 本論文は、以下の構成でまとめる。 

 まず 2章で食品ロスの実態について二次データをもとに概観する。3章は実際に行われ

ている食品ロス削減の取組事例と、消費者及び取組団体へのヒアリング結果を紹介する。

4章では関連する先行研究について記述する。以上を踏まえて 5章で仮説を設定する。6 章

で仮説検証のために実施したアンケートについて述べた後、7 章で共分散構造分析及びコ

ンジョイント分析を行い、仮説を検証する。8章で分析結果をもとに考察し、最後に 9章

で提言をまとめる。 
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2. 食品ロスの実態 

 はじめにに述べたように､食品ロスのうち 357万トンは、製造・卸売・小売・外食産業に

おける製造時の切れ端、破損品、在庫、売れ残り、調理くず、食べ残しなどの事業系食品

ロスであり、289万トンは、家庭での調理の際に食べられる部分の廃棄、食べ残し、賞味

期限・消費期限切れ食品、食品の鮮度低下による廃棄といった家庭系の食品ロスである。

ここでは、農林水産省の調査による世帯別、食品別、食事管理者年齢別の食品ロス率に関

するデータ及び、国民生活産業・消費者団体連合会による生活者の食品廃棄に関する意識

や実態を把握する調査結果を分析し、仮説設定に向けて知見を得る｡ 

 

2.1 農林水産省(2015) 

 農林水産省による「食品ロス統計調査・世帯調査（平成 26 年度）」(2015)で紹介されて

いるデータを用いて分析を行った。 

 

2.1.1 分析の目的 

 二次データの分析により、世帯別・食品別・食事管理者の年齢別に見た食品ロスの特徴

について知見を得ることで、食品ロスに関する消費者の現状について把握し、仮説設定に

利用することを目的とする。 

 

2.1.2 分析の結果 

 平成 26 年度における世帯食の一人 1 日当たりの食品使用量は 1,103.1g で、そのうち食

品ロスの量は 3.7%に当たる 40.9g であった。食品別では、「野菜類」が 19.5g、「果実類」

が 7.3g、「調理加工食品」が 4.2g、「穀類」が 1.7g、「魚介類」が 1.5gであった。 

 世帯食における一人１日当たりの食品使用量を世帯員構成別にみると、「単身世帯」 

が 1,498.8g、「2人世帯」が 1,309.7g、「3人以上世帯」が 948.8gとなっている。食品使用

量を食品別にみると、単身世帯と 3 人以上世帯では「調理加工食品」が最も多く、2 人世

帯では「野菜類」と「調理加工食品」が高い。 

世帯員構成別に食品ロス量を見てみると、「単身世帯」61.4g、「2 人世帯」52.8g、「3 人

以上世帯」32.2g の順に多くなっている。また、食品別の食品ロス量割合をみると、以下

の図表 1のようになっており、全ての世帯員構成別で「野菜類」「果実類」「調理加工食品」

の順に高い。 
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図表 1 世帯員構成別、主な食品別の食品ロス量割合（世帯食一人 1日当たり） 

 

出所）農林水産省(2015)より作成 

 

次に世帯員構成別の食品ロス率を図表 2に示す。世帯構成別では、「単身世帯」が 4.1%、

「2人世帯」が 4.0%、「3人以上世帯」が 3.4%となっている。食品ロス率を発生要因別に見

ると、「世帯計」では「過剰除去」2によるものが 2.0%、「食べ残し」によるものが 1.0%、「直

接廃棄」によるものが 0.7%であるが、「単身世帯」では「食べ残し」が 1.4%と高くなって

いる。 

 

図表 2 世帯員構成別の食品ロス率 

 

出所）農林水産省(2015)より作成 

 

  

                                            
2 「調理時にだいこんの皮の厚むきなど、食品の不可食部を除去する際に過剰に除去した

可食部分をいう。」（農林水産省「食品ロス統計調査（世帯調査・外食産業調査）の概要」

http://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/syokuhin_loss/gaiyou/index.html#11 2018年

12月 26日閲覧） 
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 続いて、食事管理者の年齢階層別食品ロス率を図表 3 に示す。食事管理者とは、世帯に

おいて、食材の購入や調理などを主に行う者をいう。最も多いのは｢60 歳以上」で 4.4％、

次いで「29 歳以下」が 4.2％となっている。また、過剰除去が最も多いのは「60 歳以上」

であるが、食べ残しと直接廃棄が多いのは「29歳以下」である。 

 

図表 3 食事管理者の年齢階層別の食品ロス率 

 

出所）農林水産省(2015)より作成 

 

2.1.3 本研究への示唆 

 本データ分析の結果から、以下の 3点が明らかになった。 

まず、食品ロスとして多いのは「野菜類」「果実類」「調理加工食品」だということであ

る。食品ロス率で、過剰除去によるものが最も多いということと合わせると、野菜や果物

を食べる際に皮を厚くむきすぎるなど、食べられる部分まで捨ててしまうことが食品ロス

の大きな要因の一つとなっていると考えられる。 

次に世帯員構成別では、単身世帯における食品ロスが最も多かった。図表 1、図表 2を

見ると、単身世帯では、ほかの世帯と比べて野菜類が少なく調理加工食品やその他が多い

こと、食べ残しの食品ロス率が高いことが読み取れる。このことから、単身世帯では自分

で一から料理をしなくても良い調理加工食品を比較的多く利用する傾向があり、その食べ

残しを廃棄しているのではないかと推察される。 

最後に、食事管理者の年齢別食品ロス率から、29歳以下では食べ残しや直接廃棄が多く、

60代では過剰除去による食品ロスが多い。60代では、視力など身体機能の衰えなどから、

調理をする際に皮を厚くむきすぎるなど過剰除去が多くなってしまう可能性がある。29 歳

以下については、単身世帯との関連が示唆される。まだ家庭を持っていないなど一人暮ら

しをしている人が多く、手軽に食べられる調理加工食品の利用が多いことが、食べ残しと

直接廃棄の多さにつながっているかもしれない。 

 本研究では、大学生へのアンケート調査によって仮説を検証する。そのため、分析した

二次データの中で単身世帯や 29 歳以下に注目すると、食べ残しが多いことと、単身世帯で

あることや調理加工食品を利用する機会が多いことなどの関連性が示唆される。従って、

本研究では、主に食べ残しや直接廃棄に注目していきたい。 
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2.2 国民生活産業・消費者団体連合会(2013) 

国民生活産業・消費者団体連合会による「食品廃棄削減に向けた消費者意識調査結果報

告書」(2013)のデータをもとに分析を行った。 

 

2.2.1 分析の目的 

 本データの分析により、生活者の食品廃棄に関する意識や実態について知見を得ること

で、仮説設定に利用することを目的とする。 

 

2.2.2 分析の結果 

まず、現代の食品廃棄問題についての関心を尋ねたところ、以下の図表 4 に示す結果が

得られた。回答者のうち、食品廃棄は国民全体で取り組むべき問題としたのは 94.6%だが

日常生活で意識しているのは 75.3%であり、問題と感じつつも日々の行動までは結びつい

ていない人の存在が浮き彫りとなった。 

 

図表 4 食品廃棄問題に関する消費者意識 

日本の食べ物の廃棄について、どの程度問題

だと思いますか？ 

日本における食べ物の廃棄について、ニュー

スなどをご覧になったことはありますか？ 

国民全体で優先して取組むべき

問題だ 

44.7% ニュースを見たことがあり、日常

生活で時々意識している 

56.1% 

ある程度、国民全体で意識すべき

問題だ 

49.9% ニュースを見たことがあるが、日

常生活ではあまり意識していない 

20.7% 

問題ではあるが、特に国民全体で

意識するほどではない 

4.6% ニュースを見たことがないが、日

常生活で時々意識している 

19.2% 

大きな問題ではない 0.8% ニュースを見たことがなく、日常

生活でもあまり意識していない 

4.0% 

出所）国民生活産業・消費者団体連合会(2013)より作成 

 

また、34 品目の食品をそれぞれ飲食しきれずに廃棄した経験についての回答によって、

回答者の食品廃棄頻度を分類した。そのうち食品を捨てない人の特徴として、買い物の前

後に食料保管場所を整理して、今ある食品やその期限表示を確認する、期限表示の決め方

等に関する正しい知識を持っている、などが挙げられた。食品廃棄頻度別の買い物前後の

在庫確認の割合を図表 5に示す。 

 

図表 5 買い物前に冷蔵庫内外にどの食品があるか確認する人の割合 

 冷蔵庫内 冷蔵庫外 

 捨てない人 よく捨てる人 捨てない人 よく捨てる人 

必ず確認する 15.4% 9.3% 9.9% 7.6% 

だいたい確認する 53.6% 54.0% 54.9% 35.6% 

確認しなくても把握し

ている 

12.5% 5.9% 15.8% 7.1% 

あまり確認しない 11.6% 20.6% 19.2% 31.1% 

ほとんど確認しない 6.8% 10.2% 9.2% 18.6% 

出所）国民生活産業・消費者団体連合会(2013)より作成 
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 消費期限と賞味期限の違いについて、「知っている」と答えたのは 50.4%、「なんとなく

知っている」と答えたのは 45.6%で、96.0%もの人が期限表示の違いについて知っていると

回答した。その一方、賞味期限についての認識について聞いたところ、41.8%の人が賞味期

限を食品廃棄する際の判断基準としており、賞味期限の定義通りに期限が過ぎたら五感で

判断すると答えた人は 57.7%にとどまった。以下の図表 6に賞味期限の認識についての質

問結果を示す。これらの結果から、期限表示に対する十分な理解が不足しており、知識と

実際の行動が一致していない可能性が考えられる。 

 

図表 6 賞味期限についての認識 

期限を過ぎたら危険なので飲食しない 4.5% 

期限を過ぎたら美味しくなくなるので飲食しない 25.5% 

期限を過ぎたらなんとなく飲食したくない 11.8% 

期限を多少過ぎたのであれば、五感で確認して飲食するかを決める 43.7% 

特に期限は気にせず、五感で判断して飲食するかを決める 14.0% 

その他 0.4% 

出所）国民生活産業・消費者団体連合会(2013)より作成 

 

 食品の廃棄理由について複数回答で質問した結果を図表 7に示す。食品を飲食しきらず

に廃棄する理由として最も多いのは品質の劣化であるが、その次に期限を超過したことが

挙げられている。この結果からも、期限が食材廃棄を判断する際の基準としてよく用いら

れていることがわかる。 

 

図表 7 食品を飲食しきれずに廃棄した理由（複数回答可、3項目まで） 

品質（味・見た目・風味・食感）が劣化したから 54.7% 

品質の劣化はなさそうだが、消費期限を過ぎたから 23.7% 

品質の劣化はなさそうだが、賞味期限を過ぎたから 16.5% 

量が多かったから 7.3% 

味が好みでなかったから 13.6% 

飽きたから 2.1% 

すぐに食べる予定がないから（期限までに使いきれないから） 9.7% 

買い置きがあったのに新しいものを買ってしまったり、貰ったりしたから 5.1% 

廃棄しないので当てはまらない 17.7% 

その他 1.4% 

出所）国民生活産業・消費者団体連合会(2013)より作成 

 

  



 12 

4.2.3 本研究への示唆 

データ分析から、以下の知見が得られた。 

まず、食品ロスを問題と感じながらも実際の行動に結びついていない人の存在が浮き彫

りになった点である。回答者の 94.6%が食品ロスを国民全体で取り組むべき問題としなが

らも、日常生活で意識しているのは 75.3%と、意識と行動に差が生じているという結果が

得られた。また、図表 6 にあるように、期限表示の意味の違いについては多くの人が知っ

ているにもかかわらず、定義通りに判断している人は半数程度と、知識と行動にもギャッ

プがあることが示唆された。その一方、賞味期限などの期限表示の意味など正しい知識を

十分に持っている人は、食材廃棄をしにくいとも考えられる。次に、食品を捨てない人の

特徴として、買い物の前後に食料保管場所を整理して、今ある食品やその期限表示を確認

する、期限表示の決め方等に関する正しい知識を持っているなどが挙げられた点である。 

データ分析の結果を踏まえ、本研究でも意図や知識と行動とのギャップが見られるかど

うか検証したい。また、食品を捨てない人の特徴として挙げられた「買い物の前に今ある

食品や期限表示を確認する」という点について、実際に食品ロス削減行動と相関がみられ

るかどうか分析を行いたい。 
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3. 事例研究 

 本章では、食品ロスに対する実際の取組について紹介する。また、消費者と、食品ロス

削減に向けた取組を行っている団体として「フードバンクかながわ」様に行ったヒアリン

グの結果についても記述する。 

 

3.1 食品ロスに対する取組事例 

 ここでは、食品ロス削減に向けた取組事例を 3 つに分類し紹介する。 

 

3.1.1 行政機関・企業 

1)省庁・自治体による普及啓発活動3 

 農林水産省などの省庁が官民を挙げて食品ロス削減に向けた取組を「食品ロス削減国民

運動（NO-FOODLOSS PROJECT）」と題して行っている。その中で消費者に対し、様々な媒体

を用いた普及啓発活動を実施している。以下にその例を挙げる。 

・政府広報オンライン：ホームページ、動画、ラジオ番組等で食品ロスの概要などを紹介 

・消費者庁：「食べ物のムダをなくそうプロジェクト」としてパンフレットや啓発ソングの

作成、レシピ投稿サイト「クックパッド」での食品ロス削減レシピ紹介 

・農林水産省：ホームページでの情報提供 

・各自治体：啓発ポスターなどの作成 

 

図表 8は一例として消費者庁が作成、公開している「今日から実践：食品ロス削減：啓

発用パンフレット/基礎編」の一部である。 

 

図表 8 消費者庁作成パンフレットの一部 

 
出所）消費者庁

（http://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/information/food_loss/pam

phlet/ 2018年 11月 27日閲覧） 

                                            
3 この事例は農林水産省「食品ロスの削減」

http://www.maff.go.jp/j/shokusan/recycle/syoku_loss/161227_9.html  (2018年 11月

16日閲覧)をもとにまとめた。 

http://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/information/food_loss/pamphlet/
http://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/information/food_loss/pamphlet/
http://www.maff.go.jp/j/shokusan/recycle/syoku_loss/161227_9.html
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2)3010運動5 

3010運動とは、宴会時に発生する食べ残しを減らすために、農林水産省・消費者庁・環

境省・全国の自治体が呼びかけるキャンペーンである。その内容は、宴会が開始してから

30分間は席を立たずに料理を楽しむ、宴会終了 10 分前になったら自分の席に戻って再度

料理を楽しむ、というようにすることで、食品ロスの削減を狙うものである。各省庁や自

治体が店舗用ポスター、卓上 POPを作成し、料理の食べきり・3010運動実施を呼びかけて

いる。例として農林水産省が作成した卓上 POPを図表 9に示す。 

 

図表 9 3010 運動を呼びかける卓上 POP

 
出所）農林水産省

（http://www.maff.go.jp/j/shokusan/recycle/syoku_loss/tabekirican2017.html  

2018 年 11月 27 日閲覧） 

 

3)江崎グリコ株式会社6 

 菓子等の製造・販売を行う江崎グリコは、CSR 活動の一環として食品ロス削減のための

取組を実施している。流通業界への納品期限見直し等の提言や賞味期限の延長・年月表示

化といったメーカーとしての取組のほかに、サイトでの賞味期限設定に関する情報提供や

社内での食品ロス削減に関する啓発活動など消費者に向けた取組も行っている。 

 

  

                                            
5 農林水産省「食品ロスの削減」

http://www.maff.go.jp/j/shokusan/recycle/syoku_loss/161227_9.html (2018年 11月 16

日閲覧)をもとにまとめた。 
6 江崎グリコ「食品ロスの削減に向けて」

https://www.glico.com/jp/company/csr/community/foodloss/ (2018年 11 月 16日閲覧)

をもとにまとめた。 

http://www.maff.go.jp/j/shokusan/recycle/syoku_loss/tabekirican2017.html
http://www.maff.go.jp/j/shokusan/recycle/syoku_loss/161227_9.html
https://www.glico.com/jp/company/csr/community/foodloss/
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4) Morton Salt7 

 Morton Salt はアメリカで塩などを製造・販売する食品メーカーで、ホームページ上で

食品ロス削減活動への参加を呼びかけている。図表 10にホームページの一部を示す。食品

ロスを減らすために 7 日間でできる取組や食材を無駄にしないレシピを紹介し、自身が実

践した活動を SNSで発信することで、取組の輪を広げることを推奨している。 

 

図表 10  Morton Salt ホームページ 

 
出所）Morton Salt（http://www.mortonsalt.com/walkherwalk/ 2018年 11 月 16日閲覧) 

 

3.1.2 インターネットプラットフォーム 

5)「TABETE.ME」9 

 「TABETE.ME」は株式会社 CoCooking が 2018年から運営する、飲食店等で発生した余剰

食品をユーザーとつなぎ最後まで売り切ることを応援するフードシェアリングサービスの

プラットフォームである。店側はまだ食べられるのに廃棄される予定の食品に関する情報

を任意の価格（3～5割）と引取期限を設けてアプリに掲載する。情報を見た食べ手側は、

商品を web 決済で購入し、実際に店に行って引き取るという仕組みをとっている。このよ

うなフードシェアリングサービスは欧州などでは浸透しているが、日本では初の試みであ

る。 

 

6)「KURADASHI.jp」10 

 2015年にサービスを開始した「KURADASHI.jp」は協賛企業から提供された商品を通常よ

りも安く購入することのできる会員制の通販サイトである。当サイトに掲載されている商

品ごとに社会活動団体への支援金額が設定されており、商品を購入することでその金額が

社会活動団体に寄付される。また、商品購入による社会貢献度が指標化され、会員は自身

の社会貢献度を確認することができる。 

                                            
7 Morton Salt「Erase Food Waste」http://www.mortonsalt.com/walkherwalk/ (2018年

11月 16日閲覧)をもとにまとめた。 
9 この事例は CoCooking「TABETE」https://www.cocooking.co.jp/food-sharing (2018年

11月 15日閲覧)及びキャリコネニュース「飲食店の売れ残りを「フードシェアリング」で

共有 ”廃棄せざるを得ない食事”とユーザーのマッチングサービスがテスト開始」(2017

年 9月 1日) https://news.careerconnection.jp/?p=40203&page=2 (2018年 11 月 16 日閲

覧)をもとにまとめた。 
10 社会貢献型ショッピングサイト KURADASHI.jp（蔵出し.jp）ホームページ

https://www.kuradashi.jp/（2018 年 12月 4日閲覧）をもとにまとめた。 

http://www.mortonsalt.com/walkherwalk/
http://www.mortonsalt.com/walkherwalk/
https://www.cocooking.co.jp/food-sharing
https://news.careerconnection.jp/?p=40203&page=2
https://www.kuradashi.jp/
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3.1.3 NPO/NGO 

5)フードバンク11 

 フードバンクとは、寄付された食品を必要とする団体や人に無償で受け渡す活動をして

いる団体である。スーパーや個人、企業などから譲り受けた食品を、社会福祉団体などを

通じて満足な量の食事を確保することができない人に届けている。フードバンクのメリッ

トとして、困窮者への支援、食品ロスの削減、地域のつながりの構築、環境への負荷の少

なさなどが考えられる。 

 

8)オズハーベストマーケット13 

 市民団体「オズハーベスト」がオーストラリアのシドニーで運営している、すべての商

品が無料のスーパーである。賞味期限前に処分される食品を大手スーパーなどから譲り受

けて提供し、客は買い物かご１つ分の食品を無料で持ち帰ることができる代わりに任意で

寄付を行う。趣旨に賛同したビルオーナーが場所を提供し、ボランティアによって営業が

行われている。図表 11 に店内の様子を示す。 

 

図表 11 オズハーベストマーケット 

 

出所）朝日新聞デジタル 

（https://www.asahi.com/articles/ASK775T1GK77UHBI037.html 2018年 1 月 15日閲覧) 

 

9)ドギーバッグ14 

 ドギーバッグとは、外食時に食べきれなかった料理を持ち帰ることができる制度である。

サービスを行っている飲食店で食事後に依頼すると、店や客が用意した容器に残った料理

を詰めてもらうことができる。欧米では一般的に利用されているが、日本では衛生上の観

点から抵抗感を持つ飲食店や消費者が存在し、欧米ほど普及していない。現在は NPO法人

ドギーバッグ普及委員会等を中心に企業や行政と連携しながら普及促進を図っている。 

 

  

                                            
11 この事例は糸山ら(2017)をもとにまとめた。 
13 朝日新聞デジタル「世界初「すべて無料」のスーパー 値札なし、レジもなし」(2017

年 7月 8日) https://www.asahi.com/articles/ASK775T1GK77UHBI037.html (2018 年 1月

15日閲覧)をもとにまとめた。 
14 梅沢(2002)及びドギーバッグ普及委員会ホームページ

https://www.doggybag-japan.com/（2018年 12月 4日閲覧）をもとにまとめた。 

https://www.asahi.com/articles/ASK775T1GK77UHBI037.html
https://www.asahi.com/articles/ASK775T1GK77UHBI037.html
https://www.doggybag-japan.com/
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紹介した取組事例を図表 12にまとめる。 

 

図表 12 事例まとめ 

分類 事例 内容 

行政機関・企業 普及啓発活動 HP、ポスター等の作成 

3010運動 宴会での食べ残し削減への呼びかけ 

江崎グリコ HPでの情報提供、社内教育 

Morton Salt 食品ロス削減活動のヒントを紹介 

インターネットプ

ラットフォーム 

TABETE.ME 飲食店と消費者をつなぐフードシェア

リングサービス 

KURADASHI.jp メーカーと消費者をつなぐフードシェ

アリングサービス 

NPO/NGO フードバンク 寄付された食品を社会福祉団体等に受

け渡す 

オズハーベストマー

ケット 

大手スーパーから譲り受けた廃棄前食

品の無料提供 

ドギーバッグ 外食時の食べ残しを持ち帰るサービス 
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3.2 ヒアリング 

 本章では、消費者である大学生と実際に食品ロスの削減に向けた取組を行っている団体

に対して実施したヒアリングの結果を記述する。 

 

3.2.1 消費者へのヒアリング 

 食品ロスや、問題解決のための取組への参加に対する意識について大学生の 21歳女性に

ヒアリングを行った。以下の図表 13 に質問内容と回答をまとめる。なお、中食とは「スー

パーやコンビニなどで購入した弁当や総菜を家などで食べる」こととして質問した。 

 食品ロス自体については知っており、気を付けていることもあるとの回答が得られた。

しかし、努力しようという意図はあっても費用などを考えると行動しないこともある、と

も回答しており、意図と行動のギャップが実際に存在することが裏付けられた。また、自

分にメリットがあると感じられれば協力したいと答えており、特に学生で収入が限られて

いるため金銭的なメリットがあると良いとのことだった。事例研究で取り上げた、消費者

にも金銭的なメリットがある「TABETE.ME」についてどう思うか尋ねたところ、聞いたこと

はなかったがぜひ利用してみたいとの回答が得られた。 

 

図表 13 大学生へのヒアリング回答 

 質問 回答 

Q1 現在の居住形態を教えて下さい 実家暮らし 

Q2 1週間のうち、中食及び外食の頻度はどの

くらいですか 

中食：週 2回、外食：週 2 回程度 

Q3 「食品ロス」という言葉を知っていますか 知っている 

Q4 食品ロスを問題だと思いますか まあそう思う 

Q5 食品ロス削減のために日頃行っているこ

とはありますか 

外食の際、料理を頼みすぎないようにし

ている 

Q6 食品ロス削減や環境対策など、直接的に自

分にメリットはないが必要なことをする

よう要請されたとき、どう思いますか 

努力しようとは思うが、それによって費

用がかさむのは困る。費用や手間など

色々考えると、やらないこともある 

Q7 どのような方法で要請されると行動した

いと感じますか 

表現の違いに関して差はない 

割引など、自分にメリット（特に金銭面）

があると感じられると協力したい 

Q8 外食先で食べ残しを持ち帰ることができ

る仕組みがあるとき、利用したいと思いま

すか 

そのシステムは知っている。利用してみ

たい 

Q9 飲食店での余剰食品を割安な価格で買え

るサービスがあるとき、利用したいと思い

ますか 

そのようなサービスがあることは知らな

かったが、安く買えると得した気分にな

るので、ぜひ利用してみたい 
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3.2.2 「フードバンクかながわ」様へのヒアリング 

 本研究では、食品ロスの削減に取り組む団体として「フードバンクかながわ」様にヒア

リングを依頼した。メールでの回答に加え、藤田誠事務局長より直接お話を伺うことがで

きた15。 

 「フードバンクかながわ」16は神奈川県内 12の協同組合・労働団体・市民団体によって

2018年 3 月に一般社団法人として設立され、同年公益社団法人に昇格した。「『もったいな

い』を『分かち合い』・『ありがとう』へ」をモットーに、個人や企業・団体から寄贈され

た食品を、支援が必要な生活困窮者等に行政・団体を通じて分配するフードバンク活動を

行っている。 

 以下にヒアリングの結果をまとめる。 

 

Q1 フードバンクかながわ様の活動内容について詳しく教えてください 

 「個人からのフードドライブ17と企業からの食品寄贈を受け、提携している支援団体に食

品を無償提供している。10月 26日現在で個人から 1225.6kg、全体で 9409kg の食品寄贈を

受けている。 

日本では多くの食品廃棄がされており、そのうち 4分の 1が賞味期限前だと言われてい

る。その一方、日本の貧困率は先進国の中でも高く、神奈川県でも貧困率は 16,7%となっ

ている。さらに、神奈川県は全国で最低生活費が最も高く、ある程度の収入がないと生活

していくことができない。誰が貧困になってもおかしくない社会であるが、低収入でも申

請しないなど、生活保護を受けていない人も少なくない。これらの状況を踏まえ、たくさ

んある食品ロスと食品を必要としている人をつなぐのがフードバンクの活動である。 

 ただし、個人に直接食品を分配することはしない。フードバンクでは個人の必要状況が

把握できないからである。そのため、地域の事情を把握している行政や支援団体に食品を

分配するようにしている。 

 個人へのフードドライブでは、4月に県内のユーコープ18店舗で実施したほか、各地の祭

りなどでも実施している。4月に行ったのはお中元の時期で食べきれないお米やそうめん

などの贈答品が多く発生すると予想されたからで、同じくお歳暮の時期である 1月にも開

催予定である。企業からの食品寄贈については、会員団体の取引先を中心に協力を依頼し

ており、今後も継続的に働きかける予定である。」 

  

                                            
15 2018年 10月 29日に神奈川県横浜市にあるフードバンクかながわ様の事務所を訪問し、

お話を伺った 
16 「フードバンクかながわ」ホームページ https://fb-kanagawa.com/ (2018 年 11 月 14

日閲覧)に基づいて執筆した 
17 家庭で余っている賞味期限が十分ある食品を持ち寄り、まとめて地域のフードバンク等

に寄付する活動のこと 
18 神奈川県・静岡県・山梨県で活動する生活協同組合で、3 県内でスーパーマーケットを

運営している。 

https://fb-kanagawa.com/
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Q2 どのような食品が寄贈されていますか 

「現在は常温保存のできる食品のみを取り扱っている。個人からのフードドライブや企

業からの寄贈、ユーコープの店舗で販売ができない商品、生協の宅配事業でのキャンセル

品を主に受け入れている。イベントなどの模擬店で余ったものをもらうこともある 

例えば米なら、精米卸売業者から定期的に寄贈してもらうものや、生協店舗で袋が破け

て売れなくなったもの、個人からのフードドライブなどで手に入れる。せっかくならおい

しく食べてもらいたいので、精米されたものももう一度精米してから袋詰めして支援団体

に分配している。 

 企業・メーカーからの寄贈も多い。例えば、ラベルが油で汚れているだけのオリーブオ

イル、運搬用の箱がつぶれているだけ、海外製の少し錆が付いた缶詰、検疫のために一部

を取り出した段ボールに入っていた他の製品などは、寄贈されなければ全部捨てられてい

る。 

また、食品業界の商習慣で 3分の 1ルールというものがあり、賞味期限からさかのぼっ

て一定の期間が過ぎたら流通させずに返品か廃棄をする。圧倒的多数がこれで捨てられて

いる。さらに食品廃棄には 1トン 10 万弱の費用がかかる。そこで、せっかく作ったそれら

の食品を廃棄するのではなく、寄贈してもらえないかと企業に依頼している。 

食品関係以外の企業にも協力を依頼し、防災備蓄品も寄贈してもらっている。備蓄品入

れ替えの際にほとんど使われないままに捨てられてしまうことが多く、特に水は処分に多

額の費用や環境負荷がかかる。しかし、生活困窮者はライフラインが止まっていることも

あるので、そのまま食べられる防災備蓄品は非常に役に立つ。防災備蓄品を半年早く切り

替えるだけで活用できるので、入れ替えの際寄付してもらうという 5年に 1 度のサイクル

を定着させたい。 

個人からフードドライブでは、贈答品などバラエティに富んだ食品が集まるのが利点で、

企業からは、飲料など一度にたくさんの量を寄贈してもらえるのが利点である。提携して

いる支援団体によっても、子ども食堂とか学習支援であればお菓子、生活支援ならおかず、

小さな子供がいれば粉ミルクなど必要としている食品が異なるので、企業からと個人から

とのバランスを大切にしている。」 
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Q3 フードバンクかながわ様の強みは何ですか 

「企業は寄付したものが転売などで悪用されるケースを警戒し、しっかりした団体、寄

付先が分かる場合でないと寄付をためらうことがある。そこで、全国のフードバンクで初

めて公益社団法人になった。企業から寄付されたものを金銭評価し、企業はその分を損益

参入できるので節税になるが、公益社団法人なら損金算入できる範囲が広く、企業側にメ

リットが大きい。 

また、トレーサビリティにも配慮している。個人からのフードドライブは期限表示や袋

が破けていないか 2 回チェックするようにしている。宅配のキャンセル品や企業からの食

品は、一つずつバーコードリーダーで読み込み QR コードでデータ化することで、どこから

いつ来た食品がどこに行ったかを管理できる体制を整備している。管理を徹底することで、

企業に安心感を与えることにつながる。 

フードバンクは、集まったものを輸送する物流も含めて考える必要がある。そのため、

生協の整った物流網を活用できるのは強みである。座間市にある物流センターに県内の生

協店舗から 1 日で集められて、事務所から 1 時間で取りに行くことができる。企業からの

寄贈食品や役所、社会福祉協議会で集められた食品はこちらが取りに行く。支援団体には、

事務所か県内の生協宅配センターで食品を受け渡している。配送トラックに、荷物を降ろ

した後事務所に寄って集められた食品を物流センターに持って帰ってもらうこともしてい

る。」 

 

Q4 より多くの人に活動に参加してもらえるように心掛けていることはありますか 

「フードバンクについて知らないとまず食品を提供してもらうことはできない。情報発

信自体も大事だが、学習がないとそもそも関心を持たないため情報を見てもらえない。そ

のため、まずは会員団体の関係者を中心にフードバンク活動を知ってもらう学習会の開催

に力を入れている。学習会を通じてそれぞれのところでフードドライブ実施へと広がって

いっている。 

また、体験研修も行っている。フードバンクについて学んだあと、食品の日付チェック

や仕分けなどを体験してもらっている。実際に作業することでどのような食品を寄付する

といいといったことに気づくことができ、それを自分の団体の人に伝えてくれるので、一

番良い方法だと考えている。今後何年かかけて県内に浸透させていきたい。 

消費者に関しては、食品を食べきるのが前提で、どうしても食べきれない分は手をつけ

ずに寄付して欲しい。従って、まず食べきってもらうための食育が大事だと考えている。

また、フードドライブ実施の事前告知がどれだけできるかが食品の量に関わっている。ユ

ーコープの店舗でフードドライブを実施しているときも、期間中何度もお店に来るお客様

は何度も目にすることになる。生協の利用者はフードドライブの取組について知ると協力

してくれることが多い。店舗でのフードドライブを何年も続けることで、「あそこに持って

いけばいい」ということが浸透していくと思っている。」 
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Q5 今後の目標について教えてください 

「半年活動してきて課題として見つかってきたものについて検討していきたい。また、

エリア拡大やボランティアに協力を依頼して、最終的には取扱量を 100 トンまで増やして

いきたい。将来的には他のスーパーや行政等でのフードドライブも視野に入れている。 

今は需要が多い状態だが、寄贈された食品をフードバンクで廃棄したくないので、需給

のバランスを一致させつつ全体の量を増やしていくことが課題である。そのために支援団

体にアンケートをとって、どこの団体がどのような食品を必要としているか頭に入れて、

どのくらい食品を寄付してもらうか決定している。企業からと個人からのそれぞれに利点

があるので、企業と個人両方バランス良く力を入れていきたい。物流があるという強みを

いかしていくのが将来像である。 

学習会で理解を広げているので、今後も増やしていく。また、会員団体の中心人物に学

んでもらい、講師として団体の人に教えてもらうことも予定している。他にも生協の広報

など、人が少なくても地道にできることを継続していきたい。継続することで関心を持っ

てくれることもあるし、普段協力する機会のない人が偶然協力しうる機会に遭遇した時に

思い出して参加してくれることもある。反対に、消費者がふとした時に思い出して協力し

ようとしても、毎年継続して行っていかなければもうやっていないのではないかと誤解さ

れてしまう可能性がある。 

企業は過剰に作らざるを得ない部分もあるし、心配性の人はたくさん買いがちなので、

食品ロスをゼロにすることはできない。しかし、食品とそれを必要としている人をつなぐ

分かち合いの手段であることを重要視して、地域の人も巻き込みながら取組を拡大してい

きたい。」 
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3.2.3 ヒアリングから得られた知見 

 以上のヒアリングから得られた知見をまとめる。 

 消費者へのヒアリングからは、食品ロスについて問題だと思うものの、やはり他の要因

を考慮すると行動に結びつかない場合が少なくないことが明らかになった。取り組みたい

とは思っても、他の要因を優先させてしまうという点は、二次データの分析で示唆された

意図と行動のギャップを裏付けるものといえる。消費者が行動に至るうえでは、自分にと

って利益と思える要素があるかどうかが重要である。本研究においても、意図と行動のギ

ャップや消費者の行動を促進できる要素の検証に力を入れたい。 

 一方、「フードバンクかながわ」様のヒアリングでは、実際に活動を行う団体側から消費

者にどのように働きかけていくかについて、貴重なお話を伺うことができた。フードバン

クの活動は、消費者が食品寄付という形で参加しても、何か物理的な利益を得られるわけ

ではない。そのような中で協力してもらうために、まずフードバンク活動について学び、

体験してもらうことを重視されていた。また、継続的に活動し存在を認知してもらうこと

によって、普段は協力する機会がない人であってもふとした時に活動のことを思い出して

協力してくれる可能性が高まるとのお話があった。本研究では、学習や体験の有効性を検

証するとともに、考察にも生かしていきたい。 
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3.3 事例から得られた知見 

 本章で取り上げた事例について、本章 1節の分類に沿ってそれぞれの利点と限界を考察

する。 

 行政機関や食品メーカーなどの企業による取組は、主に食品ロスに関する情報を提供し、

対策に取り組むよう呼びかけるものが中心である。その利点として、食品ロスに関する知

識を消費者に与えられること、食材を無駄にしないレシピの紹介やキャンペーンの実施に

よって消費者が参加しやすい環境を作れること、それらを行政機関などの社会的に影響力

のある主体が行うことで消費者に信頼感を抱かせることができることなどが考えられる。

しかし、情報提供や呼びかけが実際に消費者に届き、働きかけになっているかは不透明な

部分がある。現状として、行政機関や企業が呼びかけていても未だに多くの食品ロスが発

生しており、ホームページやポスター等を用いた呼びかけにどれほどの効果があるかを測

定することは困難である。消費者に対する影響力の面で限界があるといえる。 

 インターネットプラットフォームの利点は、実際に発生した余剰食品と消費者をつなげ

ることができ、消費者に金銭面などでのインセンティブを与えることができる点である。

また、サービスを利用することで社会貢献をしたという満足感を得られるシステムである

ことも特徴の一つである。一方、フードシェアリングサービスは日本では近年始まったば

かりの試みである。消費者へのヒアリングの回答で得られたように、認知度が低いことが

大きな課題として考えられる。また、商品を提供する飲食店やメーカーが少なかったり特

定の地域に偏ったりすると、サービスを利用できない消費者が発生してしまうため、サー

ビスの規模と質を維持する必要がある。 

 NPOや NGO は、食品ロス削減という課題に対して行政機関や企業などと連携しながら専

門的かつ柔軟に取り組めることが利点である。企業と異なり利益を確保する必要がないた

め、無料で食品を提供するといった活動も可能である。消費者にとっては、NPO/NGOに寄

付をしたり活動に参加したりすることで、社会貢献していることを実感できるだろう。し

かし、NPO や NGOは、資金や場所、物流網などの活動資源を賛同者からの支援に頼ってい

る面があり、活動内容や規模において限界がある。また、「フードバンクかながわ」様のヒ

アリングにあったように、多くの企業や消費者に協力してもらうためには団体の信頼性を

高める必要があり、そのための努力が求められる。 

 それぞれの利点と限界を以下の図表 14にまとめる。 
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図表 14 取り上げた事例の利点と限界 

事例 利点 限界 

行政機関・企業 ・消費者に知識や情報を与えられ

る 

・社会的な影響力のある組織が行

うことで信頼感を抱かせる 

・消費者の行動変容につながって

いるか不透明 

インターネット 

プラットフォーム 

・消費者にもメリットがあるため、

参加してもらいやすい 

・サービスを利用することで社会

貢献を実感できる 

・認知度が低い 

・商品の提供者の数と質を確保し

ないとサービスを持続できない 

NPO/NGO ・課題に対して専門的に取り組む

ことができる 

・利益を見込まない活動ができる 

・活動資源に制限があり、活動内

容や規模に限界がある。 

・協賛者を確保するために信頼性

を高める努力が必要 

 

 以上の事例から得られた利点と限界の知見を、考察及び提言において利用する。 



 26 

4.先行研究 

 先行研究として、食品ロスに関する研究、消費者心理に関する研究、環境行動と消費者

心理の関連に関する研究、倫理的消費と消費者心理の関連に関する研究、意図と行動のギ

ャップに関する研究、企業や組織による社会貢献活動に関する研究、消費者に対するコミ

ュニケーションに関する研究を取り上げる。 

 

4.1 先行研究のサーベイ 

(1)食品ロスに関する研究 

･久保(2011) 

 個人の生活者としての側面に注目し、食品ロスに対応する行動として外食先での食べ残

しの持ち帰りに対する賛否を取り上げ、そこに至る意識構造を解明することで、効果的な

食育のあり方を提言した（図表 15）。久保によると、食に対する価値観には、年齢、自分

の料理を食べる同居者の有無が影響している。そして、安全・安心な食生活に対する関心

だけでは食品ロス削減意識にはつながりにくく、家族や友人との関係性の維持や、食を通

した自己承認・自己実現を求める姿勢が必要であることを明らかにした。また、適切な食

品理解のための情報提供や、食の大切さを意識していても実際の行動に結び付きにくい現

状を改善する意識改革を促す食育が必要であるとした。 

 

図表 15 意識構造の概念図 

 

出所）久保(2011) 
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･土屋・羽田野(2014) 

 松本市における、一般市民の食品ロスに関する認知度とパンフレットやコースターなど

啓発グッズ配布の動機づけを行った場合の意識変化を分析した。動機づけ前は約半数の市

民が食品ロスの意味を知らず、その傾向は若い人ほど顕著であったが、動機づけ後約半数

の意識が変わった。パンフレットを読んだ場合、見た広報の数が多い場合ほど意識変化の

割合は高く、正しい情報を的確に伝えることで食品ロス削減の取り組みにつながることが

示唆された。 

 

(2)消費者心理に関する研究 

･Maslow(1970) 

 人間の基本的欲求はその相対的優勢さにより階層を構成すると主張した。人間は、低次

な生理的欲求から安全欲求、所属欲求、承認欲求、自己実現欲求の順に段階を踏んで満足

するものであり、低次の欲求が満たされると、さらに高次の欲求が出現するものだとした。 

 

･Rotter(1966) 

 それまでの関連研究をまとめ、ある出来事に対する反応は、個人のその出来事への認識

の仕方によって異なるという「統制の所在(locus of control)」の概念を提示した。統制

の所在は「内的統制」と「外的統制」に分けられ、「内的統制」は起こった出来事を自分の

行動や態度の結果であると考えることで、「外的統制」は物事を自分の行為とは独立した、

運命など外的な力によって起こると考えるものである。 

 

(3)環境行動と消費者心理の関連に関する研究 

･Huebner and Lipsey(1981) 

 統制の所在に関する 3種類の尺度を比較しながら、統制の所在と環境行動意図との関係

を分析した。その結果、一定の状況下では実際に統制の所在、特に「内的統制」と環境保

全行動との間には関係があることが確認された。つまり、環境保全行動を行う人は自分の

行動の有効性を信じていると考えられる。 
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･西尾(2005) 

 西尾(2005)は、先行研究をもとに作成した、消費者のゴミ減量行動規定要因モデルを検

証した。検証結果を図表 16に示す。分析の結果、「エコロジー関与」「ベネフィット評価」

「社会規範評価」が「ゴミ減量行動意図」と正の相関があり、「エコロジー関与」と「コス

ト評価」、「コスト評価」と「ゴミ減量行動意図」が負の相関があったが、「コスト評価」と

「ゴミ削減実践度」とは正の相関があった。また、「ゴミ減量行動意図」の高さはゴミ減量

以外の「エコロジー行動実践度」も高めることが明らかになった。一方で、「ルール受容性」

は「ゴミ減量行動意図」には影響を及ぼさないが、「リサイクル実践度」には影響を及ぼし

ていた。このことから、ゴミ減量行動とリサイクルでは、背景となる動機づけが異なる可

能性が示唆された。 

 

図表 16 仮説モデルの検証結果 

 

出所）西尾(2005) 

 

･橋田(2009) 

 消費者の環境配慮行動を「節約型」「エコ購入型」「手間型」に分類し、それらと消費者

特性の関係を分析した。その結果、「環境志向」「平穏志向」と「節約型」、「環境志向」と

「エコ購入型」、「環境志向」「自己実現志向」と「手間型」との間で正の相関がみられた。

また、エコバックの購入意図を例に、報酬などのインセンティブ及び環境配慮行動をとら

ないことによるリスクがあることが、環境配慮行動に影響を及ぼすことも検証した。 
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(4)倫理的消費と消費者心理の関連に関する研究 

･高橋・豊田(2012) 

 この論文では、東日本大震災以降の社会貢献意欲の高まりを受け、環境配慮商品などを

含む倫理的消費商品と消費者心理の関連について調査を行った。生き方尺度を用いて測定

した個人の価値観と社会的規範が、倫理的消費商品の購買意図に及ぼす影響を明らかにし

た。分析により、倫理的消費商品の購買状況には、価値観に加えて社会的規範（援助規範）

が強く影響するという結果が得られた。 

 

･Subrahmanyan et al(2015) 

 3名の研究者の経験をもとに、個人の倫理的消費への理解や居住国・時間の変化が倫理

的消費の実践にもたらす影響を考察した。日常の消費の根底にある倫理観は人によって

様々だが、家族などその人の考え方の基盤を形成したコミュニティや住んでいる国の状況

に影響を受け、若いころに経験が倫理観として内部化され、環境が変わっても維持されて

倫理的消費の実践に影響を与えることを示した。一方、内部化された個人の倫理観がすべ

ての場面で現れるわけではなく、その個人の中で優先順位が存在することも指摘した。環

境が変化しても自信の倫理観に従って行動し続けるためには、居住環境の選択が重要であ

るとともに自己規制と自立が大きな役割を果たすとした。 

 

･Youn and Kim(2008) 

 コーズ・リレーテッド・マーケティングを支持する消費者特性を、サイコグラフィック

ス要因に着目して検討した。二次データを用いて、マイノリティ向け、慈善的コーズとい

う 2つのテーマのコーズ・リレーテッド・マーケティングへの態度を分析したところ、公

的自己意識、個人的・社会的責任感、外部統制、対人信頼性、広告への懐疑心、対人ネッ

トワークといったサイコグラフィックス要因が正で有意という結果が得られた。その一方、

自信、デモグラフィック要因（女性であることなど）は有意にならなかった。 
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(5)意図と行動のギャップに関する研究 

･Carrigan and Attalla(2001) 

 グループインタビューを実施し、消費者が非倫理的な企業に対しボイコットしない、倫

理的な企業の商品を積極的に買うこともしない場合があることを明らかにした。その理由

として、購買時に考慮されうる問題は限定的であり、価格、品質、ブランドイメージなど

個人的な理由が優先されがちであること、シニシズムや企業の倫理的活動に懐疑的な一面

があることを挙げた。また、図表 17のように、消費者を倫理的意識と倫理的商品購買意図

の高さで積極的に倫理的消費をする人(“Caring and Ethical”)、企業の知識がなく困惑

している人(“Confused and Uncertain”)、シニカルで無関心な人(“Cynical and 

Disinterested”)、倫理的消費の概念を意識していない人(“Oblivious”)という 4種類に

分類した。消費者が入手する情報が完全でないために倫理的消費に至らないケースがある

として、情報を十分に与え他社と差別化することで、消費者を倫理的な選択に誘導できる

と述べた。 

 

図表 17 倫理的消費に対する消費者の態度分類

 

出所）Carrigan and Attalla(2001) 

 

･Carrington et al(2010) 

 倫理的商品の購買における意図と行動のギャップを理解するため、消費行動や社会心理

学の概念を統合したモデルを提案した。そのモデルを図表 18に示す。モデルによれば、消

費者は倫理的消費の意図を抱き、意図を実現するための計画を特定する。そこに所与の行

動を行う能力と購買時の瞬間的な状況の影響を受けて購買行動に至る。 
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図表 18 倫理的商品購買における購買モデル 

 

出所）Carrington et al (2010) 

 

･Deng(2015) 

 先行研究のレビューをもとに消費者の倫理的消費プロセスは複雑で、購買意図と購買行

動との間にはギャップがあるとして、意識と行動のギャップに影響を及ぼす要因を個人特

性と環境要因に分けて研究した。中国での定性調査と定量調査の結果、「購買慣性」「シニ

シズム」「倫理的認知努力（情報の入手困難さ）」「物理的環境」「社会環境（周囲の人の考

え方）」購買目的」「現在の状況」が購買意図と行動の差に影響を与えることを明らかにし

た（図表 19）。 

 

図表 19 消費者の倫理的消費プロセス 

 

出所）Deng(2015) 
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(6)企業や組織による社会貢献活動に関する研究 

･大橋(2002) 

 大橋(2002)は、企業は市民、行政と比べて多くの環境負荷をかけており、市民や行政も

協働して環境保全行動をとらないと経済システムが崩壊する危険性もあるとした。そのう

えで、地球環境と生活者満足との調和を図りながら、調達から販売までの全プロセスで環

境負荷を最小とするようなシステムを構築し、持続可能な発展を実現する「環境マーケテ

ィング」を提唱した。そして、その方法として顧客ニーズにきっちりと応えるマーケティ

ングや、企業・行政・市民で環境情報を共有する環境コミュニケーションの確立を挙げ、

中でも企業・市民間のコミュニケーションを強化することが必要だとした。 

 

･世良(2017) 

 社会貢献をマーケティング活動の一環と位置付ける「コーズ・リレーテッド・マーケテ

ィング」に着目し、その効果を論じた。世良は、コーズを「公益性のある支援対象」、コー

ズ・リレーテッド・マーケティングを「組織がコーズ支援を行い、それをコミュニケーシ

ョンすることにより、マーケティング目標の達成を促進するための戦略」と広くとらえ、

企業だけでなく NPO や公共団体も主体になりうると述べた。また、企業のコーズへの貢献

方法として、本業以外のコーズへの支援（社会貢献）、調達・生産・廃棄過程における貢献、

商品の機能を通した貢献の 3 つに分類した。先行研究をもとにコーズ・リレーテッド・マ

ーケティングを支持する消費者の特性についても考察している。 

 

･石原ら(2014) 

 企業による環境教育の可能性について論じた。企業が環境教育を行うことのメリットと

して、企業イメージの向上、新たなビジネスチャンスの可能性、社員（とその家族）の満

足度向上による企業の活性化、金融市場における高評価、環境問題を媒介にした人づくり

の 5点を挙げた。また、企業が環境教育に携わることにより、普及化・社会化、多様化、

活性化、グローバル化といった環境教育の発展が促される効果もあるとした。 

 

(7)消費者に対するコミュニケーションに関する研究 

･石原ら(2014) 

 前述の石原ら(2014)では、環境教育のあり方についても論じている。環境教育とは環境

保全行動に参画するように人々の意識を変革に導くために行われるものであり、それが受

講者の具体的な行動のきっかけとなるためには、「体験」「学習」「対話」を取り入れた教育

により、環境問題を主体的に考えられるよう促すことが重要だとした。また、環境問題に

無関心な人へのアプローチとして環境教育の「社会化」が有効であるとし、環境に配慮し

た商品、サービスを提供するビジネス自体が環境教育になりうると述べた。 
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･八木田・西尾(2007) 

 低環境負荷の生活を促進するために消費者の意識や態度変容を促す環境コミュニケーシ

ョンの、内容による効果の違いを検証した。省エネ行動は環境問題解決のために有効であ

ることを訴求した「環境保全効果訴求型」、省エネ行動によって自分の健康など生活の質が

向上すると訴求した「生活の質的ベネフィット訴求型」、省エネ行動は家計の節約につなが

ると訴求した「経済的ベネフィット訴求型」の 3 タイプに分けて消費者への情報提供を行

った。その結果、いずれの内容でも統計的に有意な改善効果が見られたが、「生活の質的ベ

ネフィット訴求型」が「環境保全効果訴求型」「経済的ベネフィット訴求型」より改善効果

が高く、ベネフィット訴求型の優位性が示された（図表 20）。 

 

図表 20 コミュニケーションごとの効果 

 

出所）八木田・西尾(2007) 

 

･Schneider et al(2017) 

 環境配慮行動を促すために消費者に罪悪感を抱かせるアプローチは少なくないが、将来

抱くと予測される感情は今後の行動に影響を及ぼすとして、将来の感情状態（誇りと罪悪

感）への期待が環境配慮行動に及ぼす影響を調査した。誇り感情を誘導されたグループは、

罪悪感の感情を予期されたグループより環境配慮行動意図が高いとの結果が得られ、消費

者に環境配慮行動を促すうえで、罪悪感よりも誇りを期待させるほうが効果的であると結

論付けた。 
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･Thaler and Sunstein(2008) 

 行動経済学の観点から、個人の選択の自由を守りつつ、人々が良い方を選べるようにす

るアプローチとして「選択アーキテクチャー」（制度設計の仕方によって利用者の意思決定

に影響を及ぼすこと）による「ナッジ」（人々の行動を予測可能な形で変える選択アーキテ

クチャーのあらゆる要素）を提唱した。人間は限定合理的、現状維持バイアス、経験則に

左右されやすい、周囲に同調的といった特徴を持つとして、インセンティブ、マッピング

の理解、デフォルト、フィードバックの付与、エラーの予測、複雑な選択肢の体系化が効

果的な「ナッジ」であると主張した。 

 

･Goldstein et al(2008) 

 ホテル宿泊客に環境保全のためタオルの再利用を求める表示の、訴求内容ごとの有効性

について検証した。その結果、従来用いられていた、環境保護の重要性を訴求する表現よ

りも、「客の 75%がタオル再利用に参加している」といった記述的規範を用いたほうが宿泊

客の参加率が高かった。更に、記述的規範の中でもホテルの同じ部屋の宿泊客の参加率を

示したものが最も参加率が高いことが明らかになった（図表 21）。Goldstein らはその理由

として、人々が自分の直接的な状況に最も一致する規範に従うことが有益だと考えている

こと、関係性の薄い集団であっても共有されたアイデンティティの独自性が高いと、その

集団に緊密な関係性を感じ、集団の規範に従いやすいことがあると考察した。 

 

図表 21 訴求内容ごとの宿泊客の参加率 

 

出所）Goldstein et al(2008) 

 

  



 35 

4.2 これまでに得られた知見 

 先行研究から得られた知見と、本研究で明らかにしたい点をまとめる。 

 

･食品ロス 

 久保(2011)は食の大切さを意識していても実際の行動に結び付きにくい現状を指摘し、

消費者が食品ロス削減のための行動に十分に取り組めていないことを示唆した。その一方、

土屋・羽田野(2014)では、啓発などの動機づけを行った場合に意識変化がみられたとして、

消費者に正しい知識を伝えることで食品ロスへの取組が促進されると検証している。この

検証結果は、国民生活産業・消費者団体連合会(2013)で示唆された、正しい知識を十分に

持っている人は食品廃棄をしにくいという知見と合致している。また、食品ロスとの関係

が考えられる消費者特性として、久保(2011)は年齢や同居者の有無、食に対する価値観を

挙げている。しかし、食品ロスに関するこれらの論文では、具体的な取組の効果について

は十分に触れられていない。土屋、羽田野(2014)ではパンフレット等での普及活動の効果

について研究されているが、事例で見たような体験性のあるもの、消費者も便益を受けら

れるようなものに関しては言及されていない。そのため、本研究では、このような取組に

ついても取り入れたい。 

 

･消費者心理 

 Maslow(1970)は、人間の基本的欲求は生理的欲求、安全欲求、所属欲求、承認欲求、自

己実現欲求という 5段階の階層構造を持ち、段階を踏んで満足するものだと述べた。現在

の日本では、生理的欲求など低次のものは満たされた人が多く、欲求の中心は承認欲求や

自己実現欲求に移ってきていると考えられる。取組に参加することで、これらの欲求を満

たそうとする可能性がある。Rotter(1966)は、ある出来事に対する個人の反応は、それを

自身の行為によるものと考えるか、外的要因によるものと考えるかによって異なるとする

「統制の所在」という概念を提示した。また、Huebner and Lipsey(1981)、西尾(2005)、

橋田(2009)、高橋・豊田(2012)、Youn and Kim(2008)は、環境行動や倫理的商品消費行動

と消費者特性との関連について分析したものである。これらの論文で示された消費者特性

は食品ロスにおいても応用できるのではないかと推察されるため、食品ロスの場合にも当

てはまるのか、検証する必要がある。さらに、Subrahmanyan et al(2015)では個人の倫理

観がその人の基盤となるコミュニティの影響を受けて内部化され、環境が変化しても維持

されると論じた。当論文では倫理観を中心に扱っていたが、個人の性格全般についても当

てはまることだと推測される。本研究でも個人に内部化された性格と物事に対する変化し

やすい考え方を区別したい。 
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･意図と行動のギャップ 

 Carrigan and Attalla(2001)、Carrington et al(2010)、Deng(2015)は、いずれも消費

者の倫理的商品購買における意図と行動のギャップの存在を指摘した論文である。これら

の論文によれば、消費者が倫理的商品を購買しようと考えても、他の要因を考慮したり周

囲の影響を受けたりした結果、購買行動に結びつかない場合がある。ここで検討されてい

るのは消費者の倫理的商品購買である。しかし、久保(2011)は食の大切さを意識していて

も実際の行動に結び付きにくい現状に言及している。また、国民生活産業・消費者団体連

合会(2013)や消費者へのヒアリングからもうかがえるように、食品ロス削減行動において

も意図と行動のギャップが存在する可能性が十分に考えられる。本研究でも意図と行動の

ギャップに着目して、意図に影響を及ぼす要因と行動に影響を及ぼす要因に違いがあるの

かを明らかにしたい 

 

･企業による社会貢献とマーケティングとの関連 

 大橋(2002)は、企業が環境問題に取り組むうえで「環境マーケティング」の概念を提示

し、世良(2017)は社会貢献をマーケティング活動の一環として位置付ける「コーズ・リレ

ーテッド・マーケティング」について述べた。両者の共通点は、取組を行う企業や組織と、

消費者や行政などとの間のコミュニケーションが重要であるとしている点である。また、

石原ら(2014)は、企業が環境教育を実施することによって企業側にメリットがあるだけで

なく、環境教育の発展にも良い影響を与えるとして、企業が環境教育を行うことによる相

乗効果があるとしている。 

 

･消費者へのコミュニケーション 

 前述の石原ら(2014)では、環境教育が受講者の具体的な行動のきっかけとなるためには、

環境問題を主体的に考えられるようになることが重要であり、「体験」「学習」「対話」を取

り入れた環境教育が受講者の意識改革及び行動につながるとした。これはフードバンク活

動についての学びや体験を重視しているという「フードバンクかながわ」様のヒアリング

結果と重なる。「体験」や「学習」は、久保(2011)で言及されていた、問題意識が行動に結

び付きにくい現状を改善する意識改革を促す食育の必要性と関連があると推測できる。こ

の関連性も本研究で明らかにしたい。また、環境問題に無関心な人に対するアプローチと

して、環境問題を「社会化」することが有効であり、環境に配慮した商品、サービスを提

供するビジネス自体が環境教育になりうるとしている。 

一方、八木田・西尾(2007)では消費者の省エネ行動の促進に効果的なコミュニケーショ

ン方法について検証した。その結果、省エネ行動をとることが消費者にとって利益になる

ことを訴求した情報提供のほうが、省エネ行動をとることの社会的必要性を訴求したもの

より消費者の行動を改善しうるということが明らかとなった。Schneider et al(2017)でも、

環境配慮行動を促進するためには、消費者に行動しないことへの罪悪感を抱かせるよりも

行動したことへの誇りを抱かせるコミュニケーションの方が効果的であることを示した。

Goldstein et al(2008)は、記述的規範による消費者へのコミュニケーションがもたらす効

果の違いを述べている。この結果は食品ロスの場合でも当てはまるのか、研究の中で明ら

かにしたい。Thaler and Sunstein(2008)は、人間の行動経済学的特徴をうまく利用して

人々が自発的に良い選択をすることができるような制度設計の方法を論じた。行動経済学

は環境問題などにおいて実際に活用されており、食品ロスにおいても利用可能な考え方で

あると予想できる。 
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図表 22 に、先行研究から得られた消費者の行動を促進する方法を、消費者への教育と広

報に関わるものに分類して整理する。 

 

図表 22 行動促進の方法 

 先行研究 行動促進の方法 

教育 久保(2011) 意識改革を促す食育 

土屋・羽田野(2014) パンフレット等で正しい知識を的確に伝える 

石原ら(2014) 「体験」「学習」「対話」 

広報 Carrigan and Attalla(2001) 十分な情報提供と差別化 

大橋(2002)、世良(2017) 組織・消費者間のコミュニケーション 

八木田・西尾(2007) 消費者の利益になることを訴求する情報提供 

Schneider et al(2017) 行動したことへの誇りを抱かせる 

Thaler and Sunstein(2008) 行動経済学的特徴を利用した制度設計 

Goldstein et al(2008) 消費者の直接的状況に合致した記述的規範 

 

以下の図表 23に、先行研究の概要をまとめる。
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図表 23  先行研究のまとめ 

 
著者 概要 関係する消費者特性 組織に求められる取組 研究の限界 

食品ロス 

久保(2011) 

生活者としての個人の食生活や

食品ロスに対する意識構造を解

明 

年齢、同居者の有無などからくる食に対

する価値観。特に家族や友人との関係性

の維持や、食を通した自己承認・自己実

現を求める姿勢 

適切な食品理解の情報提供や、行動に

結び付きにくい現状を改善する意識

改革を促す食育 

具体的にどのような食育が

よいかまでは言及していな

い 

土屋・羽田野(2014) 

松本市における、一般市民の食

品ロスに関する認知度と動機づ

けを行った場合の意識変化 

 

パンフレットなどで正しい情報を的

確に伝えることで食品ロス削減の取

り組みにつながる 

情報提供による取組のみの

検証であり、その他の方法と

の比較はなされていない 

消費者特

性 
Maslow(1970) 

人間の基本的欲求はその相対的

優勢さにより階層を構成する 

欲求は段階を踏んで高次のものへと変化

し、承認欲求が満たされると自己実現欲

求が出現する 

  

Rotter(1966) 

ある出来事に対する反応は、個

人の認識の仕方によって異なる

「統制の所在」を提示した 

内部統制は出来事を自分の行為の結果だ

ととらえ、外部統制は運命など外部要因

によるものと考える 

  

環境行動

と消費者

心理 

Huebner and Lipsey 

(1981) 

統制の所在と環境行動意図との

関係を分析した 

統制の所在、特に内部統制と環境保全行

動との間には関係があることが確認され

た 

  

環境保全行動についての研

究のため、食品ロスに当ては

まるか検証する必要がある 

西尾(2005) 
ゴミ減量行動規定要因モデルの

検証 

エコロジー関与、ベネフィット評価、社

会規範評価、コスト評価がゴミ減量行動

意図と関係する 

 

ゴミ減量行動についての研

究であり、食品ロスでも当て

はまるか検証する必要があ

る 
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橋田(2009) 
環境配慮行動を 3つに分類し、

消費者特性との関係を検証した 

環境志向、平穏志向、自己実現志向、イ

ンセンティブ及びリスクの存在が環境配

慮行動と関係 

 

環境配慮行動に関する研究

のため、食品ロスに当てはま

るか検証が必要である 

倫理的消

費と消費

者心理 
高橋・豊田(2012) 

倫理的消費商品と消費者心理の

関連を分析した 

倫理的消費商品の購買状況には、価値観

（生き方尺度）、社会的規範（援助規範）

が強く影響する 

 

商品購買に関する検証のた

め、購買を伴わない場合でも

当てはまるか検証する必要

がある 

Subrahmanyan et al 

(2015) 

著者の経験をもとに、個人の倫

理的消費への理解や環境の変化

が倫理的消費の実践にもたらす

影響を考察した 

個人の倫理観は基盤となるコミュニティ

の影響を受け、内部化されて維持される 
 

倫理観にのみ言及している

ため、一般化できるかは示し

ていない 

Youn and Kim(2008) 

コーズ・リレーテッド・マーケ

ティングを支持する消費者特性

を検討した 

コーズ・リレーテッド・マーケティング

の支持には、デモグラフィック要因より

サイコグラフィックス要因のほうが影響

する 

 

コーズ・リレーテッド・マー

ケティングに関する研究で、

本研究にも当てはまるか検

証が必要 

意図と行

動のギャ

ップ 

Carrigan and 

Attalla(2001) 

倫理的消費における消費者の意

図と行動の格差を定性調査で明

らかにした 

倫理的消費を意図しても、他の個人的な

要因を考慮した結果行動に結びつかない

場合がある 

情報を十分に与え他社と差別化する

ことで、消費者を倫理的な選択に誘導

できる 

情報提供の有効性を十分に

検証していない、世代によっ

て変わる可能性を指摘 

Carrington et al 

(2010) 

倫理的商品の購買における意図

と行動のギャップを理解するモ

デルを提案 

消費者が意図した後、能力や購買時の瞬

間的な状況の影響を受けて行動に至る 
 

理論のみでモデルの検証は

行っていない 

Deng(2015) 

意識と行動のギャップに影響を

及ぼす要因を、個人特性と環境

要因に分けて研究 

購買慣性、シニシズム、倫理的認知努力、

周囲の環境などが意図と行動の差に影響

を与える 

 

倫理的消費に関する研究の

ため、食品ロスにも当てはま

るか検証が必要 
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企業らに

よる社会

貢献活動 

 

大橋(2002) 
環境マーケティングの概念を提

示 
 

顧客ニーズにきっちりと応えるマー

ケティングと、企業、行政、市民で環

境情報を共有する環境コミュニケー

ションの確立 

 

世良(2017) 

コーズ・リレーテッド・マーケ

ティングの概念と効果について

論じた 

 

コーズ支援を行い、それをコミュニケ

ーションすることでマーケティング

目標の達成を促進する 

 

石原ら(2014) 
企業が行う環境教育の可能性と

必要性 

環境教育が具体的な行動につながるため

には、環境問題を主体的に考えられるよ

うになることが必要 

「体験」「学習」「対話」による環境

教育の実施や、環境に配慮した商品の

提供自体が環境教育になりうる 

 
消費者へ

のコミュ

ニケーシ

ョン 
八木田・西尾(2007) 

消費者の意識や態度変容を促す

環境コミュニケーションの、内

容による効果の違いを検証した 

 

「生活の質的ベネフィット訴求型」の

情報提供が「環境保全効果訴求型」「経

済的ベネフィット訴求型」より改善効

果が高かった 

省エネ行動に関する研究の

ため、食品ロスに当てはまる

か検証する必要がある 

Schneider et 

al(2017) 

将来の感情状態（誇りと罪悪感）

への期待が環境配慮行動に及ぼ

す影響を調査した 

 

行動したことへの誇りを抱かせるコ

ミュニケーションの方が消費者の環

境配慮行動の促進に効果的である 

環境配慮行動に関する研究

のため、食品ロスに当てはま

るか検証が必要。 

Thaler and 

Sunstein(2008) 

ナッジによって、個人の選択の

自由を守りつつ人々が良い方を

選べるようにできると提唱した 

人間には限定合理的、現状維持バイアス、

経験則に左右されやすい、周囲に同調的

といった特徴がある 

インセンティブ、デフォルト、フィー

ドバックの付与などが「ナッジ」にな

る 

 

Goldstein et 

al(2008) 

ホテル宿泊客に環境保全行動へ

の参加を求める表示の、訴求内

容ごとの有効性を検証した 

 

記述的規範、中でもホテルの同じ部屋

の宿泊客の参加率を示したものが最

も参加率が高い 

環境保全行動に関する研究

のため、食品ロスに当てはま

るか検証が必要である 
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5.仮説設定 

この章では、二次データや先行研究から得られた知見をもとに、仮説を設定する。まず

全体としての枠組みについて述べたのち、具体的な仮説を設定する。 

 

5.1 理論枠組み 

 先行研究や二次データより、食品ロスの削減に取り組む可能性の高い消費者の特性につ

いて知見が得られた。また、食品ロス削減の取組事例や先行研究から、消費者に食品ロス

削減行動を促しやすい取組の特徴が存在することが示唆された。そこで、本研究では食品

ロス削減に向けた取組の有効性について、消費者の特性と組織による取組の 2方向から研

究を行うこととする。 

 意図と行動のギャップについての先行研究から、自分では食品ロス削減は重要な問題で

あると意識していても、実際の行動に結びついていない人がいる可能性が高い。食品ロス

削減意図の有無と食品ロス削減行動の有無が必ずしも一致しないと考えられるため、本研

究では、食品ロス削減意図に影響を及ぼす変数と食品ロス削減行動に影響を及ぼす変数の

それぞれを明らかにしたい。 

 

(a)消費者特性 

食品ロス削減意図及び削減行動に影響する消費者特性を検証することで、食品ロス削減

を意識している人、実際に削減に向けて行動している人、削減を意識せず食品を捨ててし

まいがちな人がどのような特性を持っているのか明らかにする。それらの結果から、それ

ぞれの特性を持つ人に対しどのようなアプローチをしていくことが有効なのか考察する。

検証する消費者特性は、性別など個人の属性に関するものと心理的なものに分け、先行研

究や分析した二次データをもとに設定する。 

 

(b)組織による取組 

消費者の食品ロス削減行動に結びつけるためにはどのような取組を行うことが効果的

なのか、取組内容の側面から検討する。事例に基づいて特徴的な要素をそして、食品ロス

削減行動につながりやすい要素を検証することで、どの要素を持っているものが効果的な

取組なのかについて知見を得る。なお、組織による取組が消費者の行動を促進するために

は、消費者が食品ロス削減を意図していることが前提となる。従って今回は、組織による

取組の要素と食品ロス削減意図との関係は検証せず、食品ロス削減行動との関係のみを検

証することとする。 

 

 以下の図表 24に、仮説の枠組みを図示する。 
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図表 24 仮説の枠組み 

 

 

5.2 概念の定義 

 仮説に使用する概念を以下の通りに定義する。被説明変数及び消費者特性に関する概念

を図表 25 に、組織による取組に関する概念を図表 26にまとめた。 

 

図表 25  消費者特性に関する仮説に使用する概念の定義 

概念 定義 出所 

食品ロス削減意図 食品ロスは削減に向けて取り組むべき重要な問

題だと考えること 

国民生活産業・消

費者団体連合会

(2013) 

食品ロス削減行動 食品ロス削減のために具体的に行動すること 独自に設定 

調理加工食品 インスタント食品、レトルト食品、冷凍食品、総

菜など、料理をせずにそのまま食べられる食品 

農林水産省(2015)

より独自に設定 

ベネフィット評価 食品ロス削減に取り組むことは自分にとって有

益であると考えること 

西尾(2005)より独

自に設定 

コスト評価 食品ロス削減に取り組むことは自分にとって負

担であると考えること 

西尾(2005)より独

自に設定 

自己実現志向 自分の能力を高め、発揮することで社会に貢献し

たいと考えること 

Maslow(1970) 

社会との同調性 社会的な流行や風潮に合わせて行動したいと考

えること 

Thaler and 

Sunstein (2008) 

内的統制 自分が食品ロス削減に取り組むことは、社会全体

に影響を及ぼすと考えること 

Rotter(1966)より

独自に設定 

 

  

組織による取組 

食品ロス削減意図 

食品ロス削減行動 

消費者特性 

属性要因 

心理要因 
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図表 26 組織による取組に関する仮説に使用する概念の定義 

概念 定義 出所 

学習 食品ロス問題について知識を得ることができ

ること 

石原ら(2014)より

独自に設定 

体験 実際に体験して楽しめること 石原ら(2014) 

コミュニケーション 組織が行っている取組を発信していること 大橋(2002)、世良

(2017)より独自に

設定 

生活の質的利益 取組への参加により生活の質の向上につなが

ること 

八木田・西尾

(2007) 

経済的利益 取組への参加により家計の節約など経済的利

益を得られること 

八木田・西尾

(2007) 

周囲の参加度 周囲の人も散り組んでいることが分かる環境

があること 

Thaler and 

Sunstein (2008) 

社会貢献感 取組への参加により社会貢献をしているとい

う意識を強く持てること 

Schneider et al 

(2017)より独自に

設定 

フィードバック 取組への参加に対して成果のフィードバック

があること 

Thaler and 

Sunstein (2008) 
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5.3 仮説設定 

 消費者特性と組織による取組について、先行研究などをもとに以下の仮説を設定する。 

 

5.3.1 消費者特性 

消費者特性を個人の属性要因と心理要因に分けて、仮説を設定する。食品ロス削減意図

に影響を及ぼす変数と食品ロス削減行動に影響を及ぼす変数のそれぞれを明らかにするた

め、各説明変数に対し、食品ロス削減意図と食品ロス削減行動の 2種類の被説明変数を設

定することとする。 

 

･意図と行動の関連について 

 一般的に、何らかの行動をするにあたってはその行動をしようとする意図が存在すると

考えられる。Carrington et al (2010)は、消費者の倫理的購買において意図と実際の行動

との間にギャップがあることを認めた上で、意図から始まり行動へとつながるモデルを考

案している。そこで、本研究でも両者の間に相関は見られるものの、ギャップが存在する

と想定して仮説を設定する。 

Hc1 食品ロス削減意図は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

 

･個人の属性要因について 

世良(2017)は、コーズ・リレーテッド・マーケティングを支持する消費者の特性につい

て先行研究をもとに考察している。その中で、性別に関して言及している先行研究のほと

んどで女性のほうがコーズ・リレーテッド・マーケティングに好意的であるという結果を

紹介し、女性の方がコーズ・リレーテッド・マーケティングに関心を持ちやすいと結論付

けている。そこで食品ロスについても同様の傾向があるのではないかと考え、以下の仮説

を設定する。 

Hc2a 女性であることは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす 

Hc2b 女性であることは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

 

農林水産省(2015)のデータ分析より、調理加工食品の利用の多さと食品ロスとの関連性

が示唆された。そこで、調理加工食品を利用する機会が多いと食品ロス削減意図や行動に

負の影響を及ぼすのではないかと考え、以下の仮説を設定する。 

Hc3a 調理加工食品をよく利用することは食品ロス削減意図に負の影響を及ぼす 

Hc3b 調理加工食品をよく利用することは食品ロス削減意図に負の影響を及ぼす 

 

 国民生活産業・消費者団体連合会(2013)のデータ分析より、正しい知識を十分に持って

いる人は食品廃棄をしにくいという知見が得られた。従って、食品ロスに関する知識を持

っていることと食品ロス削減意図や行動に正の影響を及ぼすのではないかと考え、以下の

仮説を設定する。仮説を検証する中で、データ分析の際に言及した知識と行動とのギャッ

プについても検証したい。 

Hc4a 食品ロスに関する知識を持つことは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす 

Hc4b 食品ロスに関する知識を持つことは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 
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･個人の心理的要因について 

西尾(2005)は、ゴミを減らすことにより自分にとってベネフィットがあると考えるベネ

フィット評価が、ゴミ減量行動意図に正の影響を及ぼすと結論づけた。この結果が食品ロ

スについても当てはまると考え、食品ロス削減のための行動をとることが自分の得になる

と考えることが食品ロスの削減に影響を与えるとして以下の仮説を設定する。 

Hc5a ベネフィット評価の高さは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす 

Hc5b ベネフィット評価の高さは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

 

同じく西尾(2005)で、ごみを減らすことは自分にとって負担だと考えるコスト評価がゴ

ミ減量行動意図に負の影響を及ぼすという仮説が受容された。この結果が食品ロスにも当

てはまり、食品ロス削減のための行動をとることは面倒で負担になると考えることは影響

を及ぼすとして、以下の仮説を設定する。西尾(2005)ではゴミ削減実践度とコスト評価は

正の相関が見られたが、直感的には負の影響があると考えられるため、仮説では負とする。 

Hc6a コスト評価の高さは食品ロス削減意図に負の影響を及ぼす 

Hc6b コスト評価の高さは食品ロス削減行動に負の影響を及ぼす 

 

橋田(2009)では、自己実現志向とボランティアなどの手間型環境配慮行動との間に相関

があることを検証した。そこで、食品ロス削減についてもその結果が当てはまるかを検証

するため、Maslow(1970)による定義を用いて以下の仮説を設定する。 

Hc7a 自己実現志向の高さは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす 

Hc7b 自己実現志向の高さは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

 

国民生活産業・消費者団体連合会(2013)より、買い物の前後に食料保管場所を確認する

人は食品ロスが少ないという結果が得られた。そこで、自分の購入したものなどをこまめ

に把握する几帳面な人は、食品ロスが少ないのではないかと考え、以下の仮説を設定する。 

Hc8a 几帳面であることは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす 

Hc8b 几帳面であることは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

 

 Thaler and Sunstein(2008)では、行動経済学に基づく人間の特徴として社会の多くの人

が持つ意見に同調しやすい点を挙げ、同調性を利用したナッジを紹介している。そこから、

社会として食品ロス削減の動きがある場合に、同調性の高い人はその動きに同調して自身

も食品ロス削減の取組に参加する可能性が高いと推察し、以下の仮説を設定する。 

Hc9a 社会との同調性の高さは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす 

Hc9b 社会との同調性の高さは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

 

Huebner and Lipsey(1981)では、Rotter(1966)の提示した統制の所在の概念を用いて、

内的統制と環境保全行動との関連を示唆した。Youn and Kim(2008)では外的統制とコーズ・

リレーテッド・マーケティングへの支持との間に関連が見られたが、その理由として外的

統制の強い人は利他的な傾向があるのではないかと考察している。本研究では内的統制と

食品ロス削減との間に相関があるのではないかと考え、以下の仮説を設定する。 

Hc10a 内的統制の高さは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす 

Hc10b 内的統制の高さは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 
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6.3.2 組織による取組 

事例や先行研究を踏まえ、8つの仮説を設定する。なお、組織における取組においては、

その取組によって消費者の行動を促すことを目指すため、食品ロス削減行動を被説明変数

に用いる。 

石原ら(2014)では、環境教育における「体験」「学習」「対話」が受講者の意識改革及び

行動につながると述べている。「対話」は十分な時間が必要になるなど多くの人が気軽に参

加できるものではないと考え、「学習」「体験」のみを仮説として設定する。 

He11 学習の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

He12 体験の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

 

大橋(2002)は、環境マーケティングにおいて、特に企業・市民間で環境情報を共有する

コミュニケーション体制を強化する必要があると述べた。また、世良(2017)でも企業から

消費者に対して企業としての取組を広報する必要性に触れている。一方、Carrigan and 

Attalla(2001)は、倫理的意識があっても企業の倫理行動に関する知識がないために倫理的

商品購買につながらない消費者が存在することを指摘した。これらの先行研究から、企業

や団体から消費者に対して、行っている取組についてアピールすることは、消費者の食品

ロス削減行動に影響を与えるのではないかと考え、以下の仮説を設定する。 

He13 コミュニケーションの提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

 

八木田・西尾(2007)では、消費者に訴求する内容別の省エネ行動への影響を検証し、「環

境保全効果訴求型」「生活の質的ベネフィット訴求型」「経済的ベネフィット訴求型」のい

ずれも有意な改善効果が見られた。環境保全効果訴求型のコミュニケーションは現実でも

よく見られるため、今回は消費者へのベネフィットを訴求する 2 つについて検証すること

とする。 

He14 生活の質的利益の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

He15 経済的利益の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

 

Thaler and Sunstein(2008)では人間の行動経済学的特徴の一つである周囲への同調性を

利用したナッジを最も効果的なものとして紹介している。大勢の人の考えが個人の考えや

行動に影響する特性を利用し、大勢の人が食品ロス削減行動に取り組んでいるという情報

を与えれば、個人の食品ロス削減行動を促進できるのではないかと考え、以下の仮説を設

定する。 

He16 周囲の参加度の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

 

Schneider et al(2017)は、消費者に環境配慮行動を促すうえで、罪悪感よりも誇りを抱

くことを期待させるほうが効果的であると述べた。その結果から、食品ロス削減行動に参

加することで社会に貢献しているという誇りを抱かせることは、食品ロス削減行動に影響

を与えるのではないかと考え、以下の仮説を設定する。 

He17 社会貢献感の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

 

  



 47 

Thaler and Sunstein(2008)は、環境対策において、消費者に対して自身の行動が環境に

与える影響についてのフィードバックが得られないために、環境配慮行動につながりにく

いと指摘し、情報開示や可視化によるフィードバックを強化する必要があると論じた。こ

のことから、消費者が行った取組に対するフィードバックがあることは行動に影響を及ぼ

すと考え、以下の仮説を設定する。 

He18 フィードバックの提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

 

以下の図表 27に設定した仮説の一覧を示す。また、図表 28 に消費者特性（属性要因）

に関する仮説のパス図、図表 29に消費者特性（心理要因）に関する仮説のパス図、図表

30に組織による取組に関する仮説のパス図を示す。 
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図表 27 仮説一覧 

   仮説 出所 

消

費

者

特

性 

 
Hc1 食品ロス削減意図は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす Carrington et al (2010)より

独自に設定 

属

性

要

因 

Hc2a 女性であることは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす 世良(2017)より独自に設定 

Hc2b 女性であることは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 世良(2017)より独自に設定 

Hc3a 調理加工食品をよく利用することは食品ロス削減意図に負の影響を

及ぼす 

農林水産省(2015)より独自に

設定 

Hc3b 調理加工食品をよく利用することは食品ロス削減行動に負の影響を

及ぼす 

農林水産省(2015)より独自に

設定 

Hc4a 食品ロスに関する知識を持つことは食品ロス削減意図に正の影響を

及ぼす 

国民生活産業・消費者団体連合

会(2013) 

Hc4b 食品ロスに関する知識を持つことは食品ロス削減行動に正の影響を

及ぼす 

国民生活産業・消費者団体連合

会(2013) 

心

理

要

因 

Hc5a ベネフィット評価の高さは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす 西尾(2005) 

Hc5b ベネフィット評価の高さは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 西尾(2005) 

Hc6a コスト評価の高さは食品ロス削減意図に負の影響を及ぼす 西尾(2005) 

Hc6b コスト評価の高さは食品ロス削減行動に負の影響を及ぼす 西尾(2005) 

Hc7a 自己実現志向の高さは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす Maslow(1970)、橋田(2009) 

Hc7b 自己実現志向の高さは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす Maslow(1970)、橋田(2009) 

Hc8a 几帳面であることは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす 国民生活産業・消費者団体連合

会(2013)より独自に設定 

Hc8b 几帳面であることは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 国民生活産業・消費者団体連合

会(2013)より独自に設定 

Hc9a 社会との同調性の高さは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす Thaler and Sunstein (2008) 

Hc9b 社会との同調性の高さは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす Thaler and Sunstein (2008) 

Hc10a 内的統制の高さは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす Huebner and Lipsey(1981) 

Hc10b 内的統制の高さは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす Huebner and Lipsey(1981) 

組織に

よる 

取組 

He11 学習の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 石原ら(2014) 

He12 体験の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 石原ら(2014) 

He13 コミュニケーションの提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 大橋(2002)、世良(2017) 

He14 生活の質的利益の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 八木田・西尾(2007) 

He15 経済的利益の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 八木田・西尾(2007) 

He16 周囲の参加度の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす Thaler and Sunstein (2008) 

He17 社会貢献感の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす Schneider et al (2017) 

He18 フィードバックの提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす Thaler and Sunstein (2008) 
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図表 28 消費者特性（属性要因）に関する仮説のパス図 

 

注）赤線は正の相関、黒線は負の相関を表す。 

 

図表 29 消費者特性（心理要因）に関する仮説のパス図

 

注）赤線は正の相関、黒線は負の相関を表す。 
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図表 30 組織による取組に関する仮説のパス図 

 

注）赤線は正の相関、黒線は負の相関を表す。 
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6. データ収集 

 本章では、仮説検証を行うために実施したアンケートについて、調査概要及び調査項目、

単純集計結果を示す。 

 

6.1 調査概要 

 本研究では 2018年 7 月に Google フォームを用いてインターネット上でアンケートを実

施し、慶応義塾大学商学部 2年生を中心に 166件の回答を得た。そのうち同一人物からの

重複回答等を除き、有効回答数は 158 であった。 

 分析方法として、Hc1～Hc10 は共分散構造分析、He11～He18 はコンジョイント分析を行

った。分析には統計ソフト Rを使用し(R Core Team 2018)、有意水準は 5％とした。 

 本アンケートでは、各質問に対して「1．全く当てはまらない」「2．当てはまらない」「3．

どちらともいえない」「4．当てはまる」「5．とても当てはまる」という 5 段階のリッカー

ト尺度で回答してもらった。仮説検定で用いる質問項目を図表 31にまとめる。なお、質問

項目のうち、「食べ物の廃棄は大した問題ではない」「まだ食べられる食品を捨てることが

ある」「以前買ったものと同じものを重複して買ってしまうことがある」「自分が食品ロス

の削減に向けて行動したところで、何も変わらないと思う」は逆転項目である。図表 31 中

では、(R)と示す。また、「外食先で食べ残しを持ち帰ることができる仕組みがあれば、利

用したい」は、久保(2011)において外食先での食べ残しの持ち帰りに対する賛否を食品ロ

ス削減行動として扱っていることから、意図を尋ねる表現ではあるものの、食品ロス削減

行動として扱う。 

仮説検定に用いる質問のほかに、生活環境や食品ロスについての考えなどを尋ねる実態

調査も実施した。実態調査の質問項目については本論文の参考資料に記載する。 
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図表 31 質問項目 

 概念 質問項目 出所 

被

説

明

変

数 

食品ロ

ス削減

意図 

日本の食品ロスが多いことは大きな問題だと思う 国民生活産業・消費

者団体連合会(2013) 

食品ロスを減らす必要があると思う 独自 

食べ物の廃棄は大した問題ではない(R) 国民生活産業・消費

者団体連合会(2013) 

食品ロ

ス削減

行動 

外食の際は料理を頼みすぎないようにしている 独自 

まだ食べられる食品を捨てることがある(R) 国民生活産業・消費

者団体連合会(2013) 

外食先で食べ残しを持ち帰ることができる仕組みがあれば、利用したい 久保(2011) 

属

性

要

因 

調理 

加工 

食品 

調理加工食品を利用することが多い 独自 

食材から調理するよりも、すぐに食べられるものを買う、食べることが

多い 

独自 

知識 「食品ロス（フードロス）」という言葉を知っていますか 独自 

心

理

要

因 

ベネフ

ィット

評価 

食品ロスを減らそうとすることで、かえって豊かな生活を送れると思う 西尾(2005) 

食品ロスを減らす努力は出費を抑えることにつながり、合理的だと思う 西尾(2005) 

食品ロスの削減に取り組むことは自分にとって利益をもたらしてくれ

ると思う 

独自 

コスト

評価 

食品ロスを減らすために何らかの行動を起こすことは手間がかかる割

に効果がないと思う 

西尾(2005) 

食品ロスの削減を意識して行動するのは面倒だ 西尾(2005) 

食べ残しや食品の廃棄が発生することは、便利で快適な生活をするため

に仕方ないことだと思う 

西尾(2005) 

 

自己 

実現 

志向 

自分の持っている可能性を追求し続けることで、人の役に立ちたい 独自 

自分の理想に近づくために努力して、何かを残したい 独自 

自分が理想に向かって行動することで、社会に貢献したい 独自 

几帳面 自分の鞄やタンスの中は整理されている方だと思う 独自 

服や食品など、何を持っているか把握している 独自 

以前買ったものと同じものを重複して買ってしまうことがある(R) 国民生活産業・消費

者団体連合会(2013) 

社会と

の同調

性 

周囲の多数意見に同調しがちである 独自 

社会的に流行していることや考えがつい気になってしまう 独自 

周囲の人が食品ロスを減らすように心がけていると、自分も食品ロスの

削減を意識する 

独自 

内的 

統制 

努力すればどんなことでも自分の力でできると思う 鎌原ら(1982) 

自分が食品ロスの削減に取り組めば、日本全体の食品ロスの削減に貢献

できると思う 

独自 

自分が食品ロスの削減に向けて行動したところで、何も変わらないと思

う(R) 

独自 

注）(R)は逆転項目を示す。 
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6.2 単純集計 

 以下ではアンケートの各項目における単純集計結果を概観する。仮説検定に用いた質問

項目については、平均と分散を示す。 

(1)回答者属性 

 まず、アンケート回答者の属性を確認する。図表 32のように、回答者の男女比は約 2:1

であった。 

 

図表 32 アンケート回答者性別（回答者数、N=158） 

 

 

 居住形態については、図表 33で示すように約 4 分の 3の 114 人が実家で生活していると

の結果が得られた。 

 

図表 33 居住形態（回答者数、N=158） 

 

（「現在住んでいるのはどのような形態ですか」についての回答） 
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回答者が 1週間のうちにどのような形態の食事をしているかについて知るため、自炊、

中食、外食の頻度を尋ねた。本アンケートでは、中食を「スーパーやコンビニで購入した

弁当や総菜を家などで食べる」ことと定義した。結果は図表 34のようになった。どの形態

においても少ない頻度の回答が多くなっているが、少なくとも週 1回以上は中食や外食を

している人が多いことが明らかになった。 

 

図表 34 食事形態（回答者数、N=158） 

 

（「一週間の食事で、自炊（親の作ったもの含む）、中食（スーパーやコンビニで購入した

弁当や総菜を家などで食べる）外食の割合はどの程度ですか」についての回答） 

 

(2)食品ロスに関する知識 

 回答者が食品ロスについてどの程度知識を持っているか知るために、食品ロスについて

の知識を問う質問を 3 つ行った。1 つ目は「食品ロス」という言葉自体を知っているか尋

ねたもので、図表 35に示す通り、知っている人が約半数であった。2つ目は現在の日本の

食品廃棄量という細かい知識を知っているか尋ねた。図表 36から分かるように、知ってい

ると答えたのは 20人と少数にとどまった。3つ目は、賞味期限と消費期限との意味の違い

を問うた質問である。図表 37に示すように、期限表示の違いはほとんどの人が知っている

という回答が得られた。2 章で述べたように、国民生活産業・消費者団体連合会(2013)の

調査でもほとんどの人が期限表示の意味の違いについては知っていると答えており、今回

の調査でも同様の傾向がみられた。 
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図表 35 「食品ロス（フードロス）」の言葉の認知度（回答者数、N=158） 

 

（「「食品ロス（フードロス）」という言葉を知っていますか」についての回答） 

 

図表 36 食品廃棄量の認知度（回答者数、N=158） 

 
（「現在日本でどのくらいの食品廃棄がされているか知っていますか」についての回答） 

 

図表 37 賞味期限と消費期限の違いの認知度（回答者数、N=158） 

 

（「賞味期限と消費期限の意味の違いを知っていますか」についての回答） 

 

52%

23%

25%

知っている 聞いたことはあるが意味は知らない 初めて聞いた

13%

87%

知っている 知らない

97%

3%

知っている 知らない



 56 

(3)食品の廃棄実態 

 続いて、回答者の食品廃棄の実態とその理由について、食品を購入した場合と外食の場

合に分けて尋ねた。 

食品を購入した場合に、その食品を廃棄することがあると回答した人（図表 38）は、「よ

くある」「たまにある」を合わせて 68 人で、半数以上の人が食品を廃棄しないという結果

が得られた。また、食品の廃棄理由（図表 39）については、「味、見た目、においが劣化

したから」という回答が最も多かった。しかし、品質の劣化がみられなくても消費期限又

は賞味期限を過ぎると廃棄するという人は 62人で、合計すると「味、見た目、においが劣

化したから」と回答した人よりも多かった。前述の図表 37の期限表示の意味の違いについ

ての認知度は高かったことから、4 章で指摘したように知識と行動のギャップが存在して

いることがうかがえる。 

 

図表 38 購入した食品の廃棄実態（回答者数、N=158） 

 

（「お店で購入した食品を、飲食しきらずに廃棄することはありますか」についての回答） 
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図表 39 購入した食品の廃棄理由（複数回答可、回答者数、N=158） 

 
（「その理由で、当てはまるものをお選びください（複数回答可）」についての回答） 

 

 外食の場合に料理を食べ残すことがあると回答した人（図表 40）は、購入した食品を廃

棄する場合よりも少なく 30人であった。約 8割の人が外食先で料理を食べ残さないとして

おり、回答者は外食先での食品ロスにあまりなじみがない可能性が示唆された。一方、食

べ残しをする理由（図表 41）に関しては「量が多かったから」が最多であった。同じ「普

通の量」であっても店によって料理の量が異なる場合があり、想像していた以上に量が多

く食べきれないといった場合があることが考えられる。 

 

図表 40 外食での食べ残し実態（回答者数、N=158） 

 

（「外食の際、出された料理を飲食しきれず残すことはありますか」についての回答） 
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図表 41 外食での食べ残し理由（複数回答可、回答者数、N=158） 

 

（「その理由で当てはまるものをお選びください（複数回答可）」についての回答） 

 

 

(4)各質問項目の平均と分散 

仮説検定に用いた質問項目について、それぞれの平均と分散を算出した。図表 42・43・

44にその折れ線グラフを示す。 

分散はどの項目でも 2.0 を下回り、回答のばらつきが小さかったことがうかがえる。 
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図表 42 Hc1-Hc4の平均と分散 

 

注）(R)は逆転項目を表す 

 

図表 43 Hc5-Hc7の平均と分散 
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図表 44 Hc8-Hc10の平均と分散 

 

注）(R)は逆転項目を表す 
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6.3 積極的な人の特徴 

 以下の図表 45は、食品ロスの取組として「3010 運動」「フードバンク」「フードシェア

リングサービス」「賞味期限が近付いた商品などを安く販売しているウェブサイト」「サル

ベージ・パーティ」の 5つを挙げ、それぞれの取組を知っているか、また利用したことが

あるかを尋ねた実態調査の質問に対する回答の集計結果である。図表 45に見られる通り、

いずれの取組も認知度が低く、「利用したことがある」との回答はごくわずかだった。 

 

図表 45 食品ロス削減の取組の認知度（回答者数、N=158） 

 

（「以下の取組や団体を知っていますか、また利用したことがありますか」についての回答） 

 

いずれかの取組を利用したことがあると回答した人は計 3名（男性 2名、女性 1名）で、

うち 1名が 2つの取組を利用したことがあると回答した。3名が利用したことがあると回

答した取組は「フードバンク」「フードシェアリングサービス」「賞味期限が近付いた商品

などを安く販売しているウェブサイト」であった。 

本アンケートで列挙した取組はいずれも知っている人自体が多くない中で、それらの利

用経験があることは食品ロス削減に積極的であるといえるのではないかと考えた。そこで、

利用経験ありと回答した 3名を食品ロス削減に特に積極的な人と位置づけ、彼らの回答か

ら食品ロス削減に積極的な人の特徴を検討する。 

 

・食事形態 

 3名とも中食及び外食の頻度は週 1～2回以下であると回答した。また、2 名は一人暮ら

しをしているが、週 6 回以上自炊をしていると答えた。自炊や家族の手料理を食べる機会

が多いことで食への関心が高く、食品ロスにも関心を持ちやすいと推察される。 

 

  

149

101

130

147
154

9

56

27

9 40 1 1 2 0
0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

「3
0
1
0

運
動
」

フ
ー
ド
バ
ン
ク

フ
ー
ド
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス

(T
A

B
E

T
E

、R
e
d

u
ce

 G
o

な
ど
）

賞
味
期
限
が
近
付
い
た
商
品
な
ど

を
安
く
販
売
し
て
い
る
ウ
ェ
ブ
サ

イ
ト
（K

U
R

A
D

A
S

H
I.jp

な
ど
）

サ
ル
ベ
ー
ジ
・
パ
ー
テ
ィ
ー

回
答
者
数(

人)

知らない

知っている

利用したことがある



 62 

・食品ロス削減行動 

 3名は、食品ロス削減行動を測定した 

「外食の際は料理を頼みすぎないようにしている」 

「外食先で食べ残しを持ち帰ることができる仕組みがあれば、利用したい」 

の 2項目両方に「とても当てはまる」と回答している。これは、食品ロス削減の取組を利

用したことがあることが、食品ロス削減行動と相関があることを裏付けているといえる。 

 

・自己実現志向 

 自己実現志向を測定する 3項目について、1名が全項目に「とても当てはまる」、もう 1

名が全項目に「やや当てはまる」と回答した。3 名が利用したことがあると回答した取組

は、社会貢献を前面に押し出した取り組みが中心であった。自己実現によって社会に貢献

したいという思いが、社会貢献性の強い取組への参加を促したと推測される。 

 

・几帳面 

 3名中 2 名が 

「自分の鞄やタンスの中は整理されている方だと思う」 

「服や食品など、自分が何を持っているか把握している」 

の 2項目にそれほど当てはまらないと回答しているが、 

「以前買ったものと同じものを重複して買ってしまうことがある」（逆転項目） 

に対しては「全く当てはまらない」と回答しており、自分が何を持っているか把握してい

るわけではないが食品ロスにつながるような買い方である重複購買はしていない。国民生

活産業・消費者団体連合会(2013)の調査でも事前に食料保管場所の中身等を確認する人は

重複して買うことが少なく、その結果食品廃棄が少ないとのデータが示された。何を持っ

ているか意図的に管理するほどではなくても重複して買わないことは、食品ロス削減に積

極的な人の特徴と言える。 

 

・社会との同調性 

 1 名が「社会との同調性」を測定する 3 項目すべてに「全く当てはまらない」と回答、

他 2 名も「どちらでもない」との回答であった。列挙した取組のいずれかを利用したこと

があると回答した人が 3 名のみであったことを踏まえると、積極的に取り組む人は、周り

がやっているのを見て行うというより、自発的に調べて取り組んでいると推測できる。 

 

・内的統制 

 内的統制を測定する 3 項目について、3 名とも 1 項目以上で「やや当てはまる」と回答

した。アンケート全回答者の平均値は図表 43にあるように約 3.0であるため、3名は内的

統制が強い傾向にあると示唆される。3名が利用したことがあると回答した取組のように、

社会貢献になることを訴求したことで、参加者の内的統制に働きかけることができると考

えられる。彼らは内的統制が強いために、積極的に取組に参加したのではないかと想像さ

れる。 

 

以上では 3名のアンケート回答から、食品ロス削減に特に積極的な人の特徴を検討した。

次章ではアンケート全回答者の回答結果をもとに分析を行い、消費者に食品ロス削減を促

す要因を明らかにする。 
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7. 分析結果 

 この章では、アンケート回答結果をもとに行った共分散構造分析及びコンジョイント分

析の結果を記述する。 

 

7.1 消費者特性に関する仮説の検定 

 先述したように、消費者特性についての仮説 Hc1～Hc10 を検証するため、共分散構造分

析を行う。本研究では Rのライブラリ lavaan (Rosseel,2012)を用いた｡ 

 

7.1.1 探索的因子分析 

 消費者特性に関して「食品ロス削減意図」「食品ロス削減行動」「調理加工食品」「ベネフ

ィット評価」「コスト評価」「自己実現志向」「几帳面」「社会との同調性」「内的統制」の 9

因子が抽出されると予想し、プロマックス回転を適用して探索的因子分析を行った。なお、

その結果を図表 46に示す。なお、因子負荷量の絶対値が各質問項目で最大の項目を黄色で

示している。 

 探索的因子分析を行った結果、「食品ロス削減意図」と「食品ロス削減行動」が 1つの因

子と判別された。しかし、本研究では意図と行動に影響を与える要因の違いについても検

証したい。そのため、意図と行動を同じ因子「食品ロス削減意向」として分析を進め、後

ほど意図と行動を別の因子として扱うモデルについても共分散構造分析を実施し、両者を

比較することとする。「食品ロス削減意向」のモデル枠組みを図表 47に示す。 

また、同じ因子と判別されなかった「まだ食べられる食品を捨てることがある」「食品ロ

スを減らす努力は出費を抑えることにつながり、合理的だと思う」「以前買ったものと同じ

ものを重複して買ってしまうことがある」の 3項目を削除した。 
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図表 46 探索的因子分析 

 

注）(R)は逆転項目であり、黄色は因子負荷量の絶対値が各質問項目で最大の項目 

 

図表 47 「食品ロス削減意向」を用いたモデル枠組み 
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8 因子が抽出されると予想し、再びプロマックス回転を適用して探索的因子分析を行っ

た結果が図表 48である。想定通りの因子を抽出することができた。また、同じ因子に含ま

れる変数の因子負荷量は高いので因子の収束､弁別妥当性を確認できた｡ 

 

図表 48 探索的因子分析（修正後） 

 

注）(R)は逆転項目であり、黄色は因子負荷量の絶対値が各質問項目で最大の項目 
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7.1.2 確認的因子分析 

 次に、修正後の探索的因子分析に基づき確認的因子分析を行ったが、標準誤差などの推

定結果を得ることができなかった22。各変数の測定方程式の係数を以下の図表 49に示す。

結果が得られなかった原因として、「食材から調理するよりも、すぐに食べられるものを買

う、食べることが多い」の係数の値が非常に大きいことが考えられる。そのため、「調理加

工食品」の項目を削除して再度確認的因子分析を行った。  

 その結果を図表 50に示す。推定値を得ることができ、CFI=0.855、RMSEA=0.071、

SRMR=0.088 であった。この結果を共分散構造分析に利用する。 

 

図表 49 確認的因子分析（修正前） 測定方程式係数 

 
注）(R)は逆転項目を示す 

 

                                            
22 「model has NOT converged!」との警告メッセージが表示され、係数は図表 49 のよう

に推定されるが､標準誤差などが推定できなかった｡ 
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図表 50 確認的因子分析（修正後） 

 

N=158, CFI=0.855, RMSEA=0.071, SRMR=0.088, AIC=8723.265, BIC=8916.208 

(R)は逆転項目を示す。 
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7.1.3 共分散構造分析 

 サンプルサイズに比べてパラメータ数が多いため､属性要因と心理要因に分けて共分散

構造分析を行う。性別は男性を 0、女性を 1とするダミー変数を用いた。また、食品ロス

に関する知識については「食品ロス（フードロス）という言葉を知っていますか」という

質問に対し「初めて聞いた」「聞いたことはあるが意味は知らない」との回答を 0、「知っ

ている」という回答を 1とするダミー変数を用いた。なお、有意水準は 5%とする。 

 前述の通り、因子分析の結果では「食品ロス削減意図」と「食品ロス削減行動」が同じ

因子「食品ロス削減意向」と判別された。しかし、本研究では意図と行動それぞれに影響

を及ぼす変数の違いを明らかにしたい。従って、因子分析の結果をもとにした意図と行動

を同じ変数とするモデル（モデル 1）の他に、従来の仮説通り「食品ロス削減意図」と「食

品ロス削減行動」を別の変数とみなすモデル（モデル 2）でも共分散構造分析を行い、両

者を比較する。以下の図表 51・52に各モデルの枠組みを示す。 

 

図表 51 意図と行動を同じ変数（「食品ロス削減意向」）として扱うモデル（モデル 1） 

 
 

図表 52 意図と行動を別の変数として扱うモデル（モデル 2） 
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(1)モデル 1（意図と行動を同じ変数とするモデル） 

「食品ロス削減意図」と「食品ロス削減行動」をまとめた「食品ロス削減意向」を被説

明変数として共分散構造分析を行う。 

 

･属性要因 

 属性要因を説明変数に用いた共分散構造分析の結果を図表 53に示す。CFI=0.974、

RMSEA=0.047、SRMR=0.053 と当てはまりは良好であった。また、AIC=2726.704、BIC=2766.518

であった。 

 

図表 53 モデル 1属性要因 共分散構造分析結果 

（構造方程式、従属変数：食品ロス削減意向） 

  Estimate Std.Err z-value P(>|z|) Std.lv Std.all 結果 

被説明変数：食品ロス削減意向～ 

Hc2 女性 0.105 0.128 0.819 0.413 0.146 0.069 棄却 

Hc3 調理加工食品 0.067 0.059 1.123 0.261 0.093 0.095 棄却 

Hc4 知識 0.271 0.123 2.209 0.027* 0.376 0.188 採択 

N=158, CFI=0.974, RMSEA=0.047, SRMR=0.053, AIC=2726.704, BIC=2766.518 

有意水準:  ‘***’: 0,1%,  ‘**’ :1% ‘*’ :5% 

 

･心理要因 

 心理要因を説明変数に用いた共分散構造分析の結果を図表 54 に示す。CFI=0.855、 

RMSEA=0.071、SRMR=0.088 であった。また、AIC=8723.265 、BIC=8916.208 であった。 

 

図表 54 モデル 1心理要因 共分散構造分析結果 

（構造方程式、従属変数：食品ロス削減意向） 

  Estimate Std.Err z-value P(>|z|) Std.lv Std.all 結果 

被説明変数：食品ロス削減意向～ 

Hc5 ベネフィット評価 0.338 0.164 2.064 0.039* 0.292 0.292 採択 

Hc6 コスト評価 -0.613 0.208 -2.951 0.003** -0.456 -0.456 採択 

Hc7 自己実現志向 0.064 0.110 0.582 0.561 0.061 0.061 棄却 

Hc8 几帳面 -0.282 0.139 -2.033 0.042* -0.317 -0.317 棄却 

Hc9 社会との同調性 0.003 0.118 0.025 0.980 0.003 0.003 棄却 

Hc10 内的統制 -0.096 0.171 -0.558 0.557 -0.052 -0.052 棄却 

N=158, CFI=0.855, RMSEA=0.071, SRMR=0.088, AIC=8723.265, BIC=8916.208 

有意水準:  ‘***’: 0,1%,  ‘**’ :1% ‘*’ :5% 
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(2)モデル 2（意図と行動を別の変数とするモデル） 

当初の仮説の通り、「食品ロス削減意図」及び「食品ロス削減行動」を被説明変数として

共分散構造分析を行う。 

 

･属性要因 

 属性要因を説明変数に用いた共分散構造分析の結果を図表 55 に示す。CFI=1.000、

RMSEA=0.000、SRMR=0.027 と当てはまりは良好であった。また、AIC=2722.236、BIC=2774.300

であった。 

 

図表 55 モデル 2 属性要因 共分散構造分析結果 

（構造方程式、従属変数：食品ロス削減意図・食品ロス削減行動） 

  Estimate Std.Err z-value P(>|z|) Std.lv Std.all 結果 

被説明変数：食品ロス削減意図～ 

Hc2a 女性 0.081 0.129 0.633 0.527 0.113 0.053 棄却 

Hc3a 調理加工食品 0.072 0.060 1.201 0.230 0.099 0.102 棄却 

Hc4a 知識 0.263 0.123 2.133 0.033* 0.364 0.182 採択 

被説明変数：食品ロス削減行動～ 

Hc1 食品ロス削減意図 0.413 0.097 4.250 0.000*** 0.581 0.581 採択 

Hc2b 女性 0.276 0.122 2.259 0.024* 0.539 0.255 採択 

Hc3b 調理加工食品 -0.058 0.056 -1.040 0.299 -0.113 -0.116 棄却 

Hc4b 知識 0.108 0.116 0.933 0.351 0.211 0.106 棄却 

N=158, CFI=1.000, RMSEA=0.000, SRMR=0.027, AIC=2722.236, BIC=2774.300 

有意水準:  ‘***’: 0,1%,  ‘**’ :1% ‘*’ :5% 

 

･心理要因 

 心理要因を説明変数に用いた共分散構造分析の結果を図表 56 に示す。CFI=0.874、

RMSEA=0.067、SRMR=0.086 であった。また、AIC=8713.174、 BIC=8927.556 であった。 

 

  



 71 

図表 56 モデル 2 心理要因 共分散構造分析結果 

（構造方程式、従属変数：食品ロス削減意図・食品ロス削減行動） 

  Estimate Std.Err z-value P(>|z|) Std.lv Std.all 結果 

被説明変数：食品ロス削減意図～ 

Hc5a ベネフィット評価 0.365 0.164 2.225 0.026* 0.310 0.310 採択 

Hc6a コスト評価 -0.591 0.212 -2.784 0.005** -0.417 -0.417 採択 

Hc7a 自己実現志向 0.065 0.109 0.597 0.550 0.062 0.062 棄却 

Hc8a 几帳面 -0.306 0.145 -2.108 0.035* -0.320 -0.320 棄却 

Hc9a 社会との同調性 -0.025 0.112 -0.222 0.824 -0.027 -0.027 棄却 

Hc10a 内的統制 -0.083 0.149 -0.559 0.576 -0.042 -0.042 棄却 

被説明変数：食品ロス削減行動～ 

Hc1 食品ロス削減意図 0.400 0.122 3.284 0.001** 0.569 0.569 採択 

Hc5b ベネフィット評価 -0.239 0.160 -1.493 0.136 -0.289 -0.289 棄却 

Hc6b コスト評価 -0.309 0.207 -1.493 0.135 -0.310 -0.310 棄却 

Hc7b 自己実現志向 -0.071 0.104 -0.681 0.496 -0.095 -0.095 棄却 

Hc8b 几帳面 0.136 0.137 0.990 0.322 0.202 0.202 棄却 

Hc9b 社会との同調性 0.269 0.116 2.314 0.021* 0.414 0.414 採択 

Hc10b 内的統制 0.325 0.159 2.044 0.041* 0.234 0.234 採択 

N=158, CFI=0.874, RMSEA=0.067, SRMR=0.086, AIC=8713.174, BIC=8927.556 

有意水準:  ‘***’: 0,1%,  ‘**’ :1% ‘*’ :5% 

 

(2)モデルの比較 

モデル 1及びモデル 2の AICを比較する。それぞれのモデルについて、属性要因及び心

理要因の AICをまとめたものが図表 57である。属性要因においてはモデル 1：2726.704、

モデル 2：2722.236となっており、心理要因においてはモデル 1：8723.265、モデル 2：

8713.174 となっている。どちらもモデル 2の数値の方が良好である。従って、本研究では

モデル 2（意図と行動を別の変数とするモデル）の方が良好なモデルであると判断し、こ

の結果を用いて考察することとする。 

 

図表 57 AIC の比較 

 モデル 1 

（意図と行動を一つの因子とする） 

モデル 2 

（意図と行動を別の因子とする） 

属性要因 2726.704 2722.236 

心理要因 8723.265 8713.174 

 

以上の分析より「食品ロスに関する知識」から「食品ロス削減意図」へのパス

（Estimate=0.263、z-value=2.133、P=0.033）が 5%水準で有意に、「食品ロス削減意図」

から「食品ロス削減行動」へのパス（Estimate=0.413、z-value=4.250、P=0.000）が 0.1%

水準で有意に、「女性」から「食品ロス削減行動」へのパス（Estimate=0. 276、z-value=2.259、

P=0.024）が 5%水準で有意になった。 
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従って、以下の仮説が採択された。 

Hc1 食品ロス削減意図は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

Hc2b 女性であることは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

Hc4a 食品ロスに関する知識を持つことは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす 

以下の仮説は棄却された。 

  Hc2a 女性であることは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす 

  Hc3a 調理加工食品をよく利用することは食品ロス削減意図に負の影響を及ぼす 

   Hc3b 調理加工食品をよく利用することは食品ロス削減行動に負の影響を及ぼす 

   Hc4b 食品ロスに関する知識を持つことは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

 

また、「ベネフィット評価」から「食品ロス削減意図」へのパス（Estimate=0.365、

z-value=2.225、P=0.026）が 5%水準で有意に、「コスト評価」から「食品ロス削減意図」

へのパス（Estimate=-0.591、z-value=-2.784、P=0.005）が 1%水準で負で有意に、「社会

との同調性」から「食品ロス削減行動」へのパス（Estimate=0.269、z-value=2.314、P=0.021）

及び「内的統制」から「食品ロス削減行動」へのパス（Estimate=0.325、z-value=2.044、

P=0.041）が 5%水準で有意になった。一方、「几帳面」から「食品ロス削減意図」へのパス

（Estimate=-0.306、z-value=-2.108、P=0.035）が 5%水準で負で有意になった。 

従って、以下の仮説が採択された。 

Hc5a ベネフィット評価の高さは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす 

Hc6a コスト評価の高さは食品ロス削減意図に負の影響を及ぼす 

Hc9b 社会との同調性の高さは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

Hc10b 内的統制の高さは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

以下の仮説は棄却された。 

  Hc5b ベネフィット評価の高さは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

Hc6b コスト評価の高さは食品ロス削減行動に負の影響を及ぼす 

Hc7a 自己実現志向の高さは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす 

Hc7b 自己実現志向の高さは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

Hc8a 几帳面であることは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす 

Hc8b 几帳面であることは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

Hc9a 社会との同調性の高さは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす 

Hc9b 内的統制の高さは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす 
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7.1.4 追加分析 

 属性要因として新たに、一人暮らし、中食頻度、外食頻度を説明変数に加え、再度モデ

ル 2 を用いて共分散構造分析を行う。一人暮らしについては久保(2011)及び農林水産省

(2015)をもとに、負の仮説として設定する。中食頻度・外食頻度についても、削減に積極

的な人が中食及び外食の頻度が少なかったことに加え、手軽に食事ができる分食べ残しや

直接廃棄につながる機会が多いのではないかと推測し、負の仮説として設定する。新たに

設定した仮説は以下の通りである。新たな仮説を追加した属性要因のパス図を図表 58に示

す。 

  Hc19a 一人暮らしであることは食品ロス削減意図に負の影響を及ぼす 

  Hc19b 一人暮らしであることは食品ロス削減行動に負の影響を及ぼす 

  Hc20a 中食の頻度が多いことは食品ロス削減意図に負の影響を及ぼす 

  Hc20b 中食の頻度が多いことは食品ロス削減行動に負の影響を及ぼす 

  Hc21a 外食の頻度が多いことは食品ロス削減意図に負の影響を及ぼす 

  Hc21b 外食の頻度が多いことは食品ロス削減行動に負の影響を及ぼす 

 

図表 58 消費者特性（属性要因）に関する仮説のパス図（修正後） 

 

注)赤線は正の相関、黒線は負の相関を表す。 

 

「食品ロス削減意図」及び「食品ロス削減行動」を被説明変数とした共分散構造分析の

結果を図表 59に示す。CFI=1.000、RMSEA=0.000、SRMR=0.031 と当てはまりは良好であっ

た。また、AIC=3669.499、BIC=3739.939 であった。 

 

調理加工食品 

知識 

食品ロス 

削減行動 

食品ロス 

削減意図 

女性 

Hc2a + 

Hc3b - 

Hc3a - 

Hc2b + 

Hc4a + 

Hc4b + 

Hc1 + 

一人暮らし 

中食頻度 

外食頻度 

Hc19a - 

Hc19b - 

Hc20a - 

Hc20b - 

Hc21a - 
Hc21b - 



 74 

図表 59 属性要因（修正） 共分散構造分析結果 

（構造方程式、従属変数：食品ロス削減意図・食品ロス削減行動） 

  Estimate Std.Err z-value P(>|z|) Std.lv Std.all 結果 

被説明変数：食品ロス削減意図～ 

Hc2a 女性 0.022 0.131 0.171 0.864 0.031 0.015 棄却 

Hc3a 調理加工食品 0.092 0.059 1.547 0.122 0.127 0.130 棄却 

Hc4a 知識 0.245 0.122 2.009 0.044* 0.340 0.170 採択 

Hc19a 一人暮らし -0.091 0.136 -0.670 0.503 -0.126 -0.057 棄却 

H2c0a 中食頻度 -0.074 0.073 -1.012 0.311 -0.102 -0.087 棄却 

Hc21a 外食頻度 -0.194 0.074 -2.623 0.009** -0.269 -0.227 採択 

被説明変数：食品ロス削減行動～ 

Hc1 食品ロス削減

意図 

0.377 0.096 3.943 0.000*** 0.543 0.543 採択 

Hc2b 女性 0.329 0.125 2.643 0.008** 0.658 0.311 採択 

Hc3b 調理加工食品 -0.026 0.055 -0.473 0.636 -0.052 -0.053 棄却 

Hc4b 知識 0.055 0.114 0.483 0.629 0.110 0.055 棄却 

Hc19b 一人暮らし -0.011 0.126 -0.090 0.928 -0.023 -0.010 棄却 

Hc20b 中食頻度 -0.174 0.069 -2.521 0.012* -0.347 -0.298 採択 

Hc21b 外食頻度 -0.025 0.070 -0.361 0.718 -0.050 -0.042 棄却 

N=158, CFI=1.000, RMSEA=0.000, SRMR=0.031, AIC=3669.499, BIC=3739.939 

有意水準:  ‘***’: 0,1%,  ‘**’ :1% ‘*’ :5% 

 

「外食頻度」から「食品ロス削減意図」へのパス（Estimate=-0.194、z-value=-2.623、

P=0.009）が 1％水準で有意に、「中食頻度」から「食品ロス削減行動」へのパス

（Estimate=-0.174、z-value=-2.521、P=0.012）が 5%水準で有意になった。なお、既に仮

説検定を行った変数については、仮説検定の結果は変わらなかった。 

従って、以下の仮説が採択された。 

Hc20b 中食の頻度が多いことは食品ロス削減行動に負の影響を及ぼす 

Hc21a 外食の頻度が多いことは食品ロス削減意図に負の影響を及ぼす 

以下の仮説は棄却された。 

  Hc19a 一人暮らしであることは食品ロス削減意図に負の影響を及ぼす 

   Hc19b 一人暮らしであることは食品ロス削減行動に負の影響を及ぼす 

   Hc20a 中食の頻度が多いことは食品ロス削減意図に負の影響を及ぼす 

  Hc21b 外食の頻度が多いことは食品ロス削減行動に負の影響を及ぼす 
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以下の図表 60に共分散構造分析の仮説検定結果をまとめる。図表 61・62 に結果パス図

を示す。 

 

図表 60 共分散構造分析結果まとめ 

  仮説 結果 

 Hc1 食品ロス削減意図は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 採択（有意水準 0.1%） 

属

性

要

因 

Hc2a 女性であることは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす 棄却 

Hc2b 女性であることは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 採択（有意水準 5%） 

Hc3a 調理加工食品をよく利用することは食品ロス削減意図に負の影

響を及ぼす 

棄却 

Hc3b 調理加工食品をよく利用することは食品ロス削減行動に負の影

響を及ぼす 

棄却 

Hc4a 食品ロスに関する知識を持つことは食品ロス削減意図に正の影

響を及ぼす 

採択（有意水準 5%） 

Hc4b 食品ロスに関する知識を持つことは食品ロス削減行動に正の影

響を及ぼす 

棄却 

Hc19a 一人暮らしであることは食品ロス削減意図に負の影響を及ぼす 棄却 

Hc19b 一人暮らしであることは食品ロス削減意図に負の影響を及ぼす 棄却 

Hc20a 中食の頻度が多いことは食品ロス削減意図に負の影響を及ぼす 棄却 

Hc20b 中食の頻度が多いことは食品ロス削減行動に負の影響を及ぼす 採択（有意水準 5%） 

Hc21a 外食の頻度が多いことは食品ロス削減意図に負の影響を及ぼす 採択（有意水準 1%） 

Hc21b 外食の頻度が多いことは食品ロス削減行動に負の影響を及ぼす 棄却 

心

理

要

因 

Hc5a ベネフィット評価の高さは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼ

す 

採択（有意水準 5%） 

Hc5b ベネフィット評価の高さは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼ

す 

棄却 

Hc6a コスト評価の高さは食品ロス削減意図に負の影響を及ぼす 採択（有意水準 1%） 

Hc6b コスト評価の高さは食品ロス削減行動に負の影響を及ぼす 棄却 

Hc7a 自己実現志向の高さは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす 棄却 

Hc7b 自己実現志向の高さは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 棄却 

Hc8a 几帳面であることは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす 棄却（負で有意） 

Hc8b 几帳面であることは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 棄却 

Hc9a 社会との同調性の高さは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす 棄却 

Hc9b 社会との同調性の高さは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 採択（有意水準 5%） 

Hc10a 内的統制の高さは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす 棄却 

Hc10b 内的統制の高さは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 採択（有意水準 5%） 
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図表 61 消費者特性（属性要因）に関する仮説の結果パス図 

 
注）実線は採択、点線は棄却を表す。赤線は正の相関、黒線は負の相関を表す。 

有意水準:‘***’:0.1%,‘**’:1%,‘*’:5% 
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図表 62 消費者特性（心理要因）に関する仮説の結果パス図 

 

 
注）実線は採択、点線は棄却を表す。赤線は正の相関、黒線は負の相関を表す。 

有意水準:‘***’:0.1%,‘**’:1%,‘*’:5% 
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7.2 組織による取組に関する仮説の検定 

 組織による取組についての仮説 H11～H18を検証するため、コンジョイント分析を行う。

使用する属性「学習」「体験」「コミュニケーション」「生活の質的利益」「経済的利益」「周

囲の参加度」「社会貢献感」「フィードバック」を全て 2水準の設定で、Rの conjointライ

ブラリ（Bak and Bartlomowicz, 2012）を用い直交表を作成した。直交表を図表 63に示す。 

 

図表 63 コンジョイント分析直交表 

 学習 

 

体験 コミュニケ

ーション 

生活の質

的利益 

経済的

利益 

周囲の

参加度 

社会 

貢献感 

フィード

バック 

Ａ あり あり あり あり あり あり あり あり 

Ｂ なし なし なし なし あり あり あり あり 

Ｃ あり あり なし なし なし なし あり あり 

Ｄ なし なし あり なし なし あり なし あり 

Ｅ あり なし あり あり あり なし なし あり 

Ｆ なし あり なし あり なし なし なし あり 

Ｇ なし あり あり あり なし あり あり なし 

Ｈ なし なし なし あり あり なし あり なし 

Ｉ あり なし あり なし なし なし あり なし 

Ｊ あり あり なし なし あり あり なし なし 

Ｋ あり なし なし あり なし あり なし なし 

Ｌ なし あり あり なし あり なし なし なし 

注)いずれも 0=なし､1=ありとした｡ 

 

アンケートでは、直交表の組み合わせをもとに飲食店が利用客に料理の完食を促すキャ

ンペーンという設定の画像を作成した。回答者には友人と利用するためその飲食店を予約

する際に画像を見て、どの程度キャンペーンに参加し意図的に料理を完食したいかを 5段

階で回答してもらった。アンケートで使用した要素ごとの表現は図表 64の通りである。ま

た、図表 65はアンケートで使用した画像の 1つである。すべての画像は本論文の末尾に示

す。 
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図表 64 アンケートでの表現 

要素 アンケート内での表現 

学習 食品ロスとは、まだ食べられる食品を捨ててしまうことです。 

日本では毎日一人当たり茶碗 1杯分も捨てているといわれます。 

体験 食品ロスをなくそう！宴会食べきりチャレンジ！！ 

（体験なしの場合：食べ残しゼロにご協力をお願いします） 

コミュニケーション 当店では、食品ロス削減に向けた取り組みを行っています 

生活の質的利益 ご要望に応じて料理の量を調整することができます 

経済的利益 完食して頂いた方には食事代金を割引します 

周囲の参加度 前回の参加率 90%！！もうみんな取り組み始めています 

社会貢献感 あなたも参加して食品ロス削減に貢献しませんか？ 

フィードバック 皆さまのご協力で一日あたり 10kg の廃棄がゼロになります 

 

図表 65 アンケートで提示した画像の一部（プロファイルＡ：全要素ありの画像） 

 

 

 直交表の順番に沿って画像を見せると、全ての要素が含まれたプロファイルＡの画像が

長くなってしまい回答者に負担感を与えることが予想されたため、実際のアンケートでは、

画像の順番を入れ替えて回答者に提示した。以下の図表 66にアンケートで画像を示した順

番とアンケート結果の平均と分散を、図表 67に平均と分散を折れ線グラフとしてまとめた

ものを示す。 

 どのプロファイルも分散が小さく、まとまりのある回答が得られたと推測できる。平均

が高いプロファイルＢ、Ｅ、Ｈ、Ｊ、Ｌはいずれも「経済的利益」を含むものであり、「経

済的利益」が食品ロス削減行動に影響している可能性がある。 

 

  



 80 

図表 66 アンケート結果の平均と分散 

 示した順番 平均 分散 

Ａ 11 4.000 1.380 

Ｂ 2 4.538 0.616 

Ｃ 4 3.278 1.226 

Ｄ 7 3.253 1.202 

Ｅ 5 4.247 0.857 

Ｆ 12 3.171 1.116 

Ｇ 3 3.570 1.334 

Ｈ 6 4.456 0.640 

Ｉ 1 3.475 1.059 

Ｊ 8 4.266 0.866 

Ｋ 10 3.348 1.278 

Ｌ 9 4.373 0.588 

 

図表 67 アンケート結果の平均と分散グラフ 

 

 

 アンケート回答の妥当性を確認するため､最後にマニュピレーションチェックの質問も

設定した。その結果を図表 68・69に示す。「経済的利益」を重視したと回答した人が非常

に多く、単純集計の結果とも整合性があると考えられる。 
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図表 68 マニュピレーションチェック結果（N=158） 

（学習、体験、コミュニケーション、生活の質的利益） 

 

 

図表 69 マニュピレーションチェック結果（N=158） 

（経済的利益、周囲の参加度、社会貢献感、フィードバック） 
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 コンジョイント分析の結果を図表 70に示す。決定係数は 0.1972、修正決定係数は 0.1938

であった。 

 

「経済的利益」（Estimate=0.482、P < 2e-16）が 0.1%水準で有意に、「社会貢献感」

（Estimate=0.055、P=0.018）が 5%水準で有意になった。一方、「学習」（Estimate=-0.062、

P=0.007）が 1%水準で、「体験」（Estimate=-0.055、P=0.018）が 5%水準で、「フィードバッ

ク」（Estimate=-0.083、P=0.0004）が 0.1%水準で負で有意となった。 

 従って、以下の仮説が採択された。 

  He15 経済的利益の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

  He17 社会貢献感の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

また、以下の仮説は棄却された。 

  He11 学習の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

  He12 体験の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

  He13 コミュニケーションの提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

  He14 生活の質的利益の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

  He16 周囲の参加度の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

  He18 フィードバックの提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 

 

図表 70 コンジョイント分析結果 

N=158,  決定係数:0.1972、修正決定係数:0.1938 

有意水準:‘***’: 0,1%,‘**’:1%,‘*’:5% 

 

 

  

  

  Estimate Std.Error t value Pr(>|t|) 結果 

 (Intercept) 3.831 0.023 164.819 < 2e-16 ***  

He11 学習 -0.062 0.023 -2.677 0.007 ** 棄却 

He12 体験 -0.055 0.023 -2.360 0.018 * 棄却 

He13 コミュニケーション -0.012 0.023 -0.499 0.618 棄却 

He14 生活の質的利益 -0.033 0.023 -1.407 0.160 棄却 

He15 経済的利益 0.482 0.023 20.739 < 2e-16 *** 採択 

He16 周囲の参加度 -0.002 0.023 -0.091 0.928 棄却 

He17 社会貢献感 0.055 0.023 2.360 0.018* 採択 

He18 フィードバック -0.083 0.023 -3.585 0.0004*** 棄却 
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以下の図表 71にコンジョイント分析の検定結果をまとめ、図表 72に結果パス図を示す。 

 

図表 71 コンジョイント分析結果まとめ 

  仮説 結果 

組織

に 

よる 

取組 

He11 学習の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 棄却（負で有意） 

He12 体験の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 棄却（負で有意） 

He13 コミュニケーションの提供は食品ロス削減行動に正の影響を及

ぼす 

棄却 

He14 生活の質的利益の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 棄却 

He15 経済的利益の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 採択（有意水準 0.1%） 

He16 周囲の参加度の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 棄却 

He17 社会貢献感の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 採択（有意水準 5%） 

He18 フィードバックの提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす 棄却（負で有意） 

 

図表 72 組織による取組に関する仮説の結果パス図 

 

注）実線は採択、点線は棄却を表す。赤線は正の相関を表す。 

有意水準: ‘***’:0.1%, ‘**’:1%, ‘*’:5% 

 

食品ロス 

削減行動 

経済的利益 

生活の質的利益 

コミュニケーション 

体験 

学習 

周囲の参加度 

社会貢献感 

フィードバック 

He11 + -0.062** 

He12 + -0.055* 

He13 + -0.012 

He14 + -0.033 

He15 + 0.482*** 

He16 + -0.002 

He17 + 0.055* 

He18 + -0.083*** 
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8. 考察 

 本章では、前章で検証した仮説に対し考察を行う。 

 

8.1 分析結果の考察 

 以下の図表 73に、本研究で設定した仮説及びその根拠、検証結果をまとめる。 

 

図表 73 仮説検証結果まとめ 

 
 

それぞれの仮説について、検証結果を踏まえ考察を行う。 
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8.1.1 消費者特性 

 食品ロス削減意図及び削減行動に影響する消費者特性を検証するため、食品ロス削減意

図と食品ロス削減行動それぞれに対して仮説を設定した。 

 

･意図と行動の関連 

Hc1 食品ロス削減意図は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす：採択 

一般的に、何かを問題だと感じそれに対して行動しようとする意図が存在して初めて人

は行動を起こすと考えられる。意図と行動のギャップが生じやすい倫理的購買においても

同様であることは Carrington et al(2010)のモデルでも示されている。従って、食品ロス

削減意図と食品ロス削減行動との間に正の相関があるという仮説が採択されたことは妥当

な結果といえる。しかし、単純集計を見ると食品ロス削減意図の平均は 4を大きく超えて

いるのに対し、食品ロス削減行動の平均は約 4と、差が生じている。このことから、予想

通り意図と行動との間にギャップが存在していることがうかがえる。 

 

･属性要因 

Hc2a 女性であることは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす：棄却 

Hc2b 女性であることは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす：採択 

 世良(2017)において、女性のほうがコーズ・リレーテッド・マーケティングに好意的で

あると結論付けられているため、食品ロス削減の取組に対しても同様の結果が得られるの

ではないかと考え、仮説を設定した。検証の結果、食品ロス削減意図に対しては有意な相

関が見られず、女性のほうが関心を持ちやすいという世良(2017)と異なる結果が得られた。

世良(2017)で根拠として取り上げられている論文の一つである Youn and Kim(2008)でも、

女性とコーズ・リレーテッド・マーケティングとの関連が棄却されている。本研究でも負

で有意ではないため、世良(2017)と相反する結果ではないといえる。 

一方、食品ロス削減行動については有意な相関が見られた。その理由の一つとして、分

析の過程で食品ロス削減行動を問う質問項目が外食に関する項目に偏ってしまったことが

考えられる。食品ロスを重大な問題と考えているかについて性別は関係ないが、女性のほ

うが特に外食時などに食べきれないと感じる場面に直面する機会が多く、食べ残しをしな

いように食品ロスを意識しているのかもしれない。 

 

Hc3a 調理加工食品をよく利用することは食品ロス削減意図に負の影響を及ぼす：棄却 

Hc3b 調理加工食品をよく利用することは食品ロス削減行動に負の影響を及ぼす：棄却 

 農林水産省(2015)のデータ分析から設定した仮説であるが、どちらも棄却された。食品

ロス削減意図については、調理加工食品をよく利用するからといって意図に影響するもの

ではないということが言える。食品ロス削減行動については、行動を問う質問項目が外食

に関する事項中心になってしまったことで、レトルト食品や冷凍食品など多少の調理を必

要とする調理加工食品の定義とずれが生じてしまい、相関がみられなかった可能性がある。 
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Hc4a 食品ロスに関する知識を持つことは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす：採択 

Hc4b 食品ロスに関する知識を持つことは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす：棄却 

 国民生活産業・消費者団体連合会(2013)のデータ分析をもとに、仮説を設定した。4章

では、賞味期限と消費期限の違いを知っているだけでは行動につながらず、正しい知識を

十分に持っていることが行動につながるという知見を得た。今回の分析では「「食品ロス（フ

ードロス）」という言葉を知っていますか」に対する回答を分析に用いた。そのため、食品

ロスについて知らないと問題だとは思わないが知っているだけでは行動につながらないと

いう知識と行動のギャップが結果に表れたと推察できる。 

 

Hc19a 一人暮らしであることは食品ロス削減意図に負の影響を及ぼす：棄却 

Hc19b 一人暮らしであることは食品ロス削減行動に負の影響を及ぼす：棄却 

 久保(2011)では、同居者の存在が食への関心を呼び、食品ロス削減の取組につながると

述べられており、一人暮らしでは反対に食品ロスの取組に関心を持たないのではないかと

考え、仮説を設定した。久保(2011)では家庭内で主に食事を作る食事管理者に対し調査を

行ったが、本研究では食事管理者に限定せず調査を行った。回答者の 4分の 3が実家暮ら

しであり、回答者自身が食事管理者ではない場合が多かったと推測できるため、相関がみ

られなかった可能性がある。 

 

Hc20a 中食の頻度が多いことは食品ロス削減意図に負の影響を及ぼす：棄却 

Hc20b 中食の頻度が多いことは食品ロス削減行動に負の影響を及ぼす：採択 

 本研究では中食を「スーパーやコンビニで購入した弁当や総菜を家などで食べる」こと

と定義した。中食は、すぐに食べられるという点では外食と似ているが、外食と異なりそ

の場で食べなくてよいため、食べきらず置いておくことが多いと想像される。そのため、

自分が食べきれる量を考えて買うなどの行動がされにくく、負で採択という結果が得られ

たと考えられる。 

 

Hc20a 外食の頻度が多いことは食品ロス削減意図に負の影響を及ぼす：採択 

Hc20b 外食の頻度が多いことは食品ロス削減行動に負の影響を及ぼす：棄却 

 単純集計の結果より、回答者の約 8割が外食先で食べ残しをしないと回答した。普段か

ら外食先で食べ残しをしないため外食と食品ロスが結びつきにくく、外食頻度が多い人ほ

ど食品ロスを重大な問題と感じていなかったと推測される。同様に、食品ロス削減行動に

ついても、そもそも食べ残しをしないという人が多かったことで、意識的に食べ残さない

ようにするという考えを持ちづらいことが棄却につながったと予想される。 

 

･心理要因 

Hc5a ベネフィット評価の高さは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす：採択 

Hc5b ベネフィット評価の高さは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす：棄却 

 ベネフィット評価とゴミ減量行動意図との間に正の相関があるという西尾(2005)をもと

に仮説を設定した。食品ロス削減への取組を利益と思うことと意図に正の相関がみられる

という H5aの結果は西尾(2005)と整合性があるといえる。一方、Hc5bは棄却されたものの、

Estimate=-0.239、P=0.136 と負で採択される可能性があった。単純集計を見るとベネフィ

ット評価に関する質問項目の回答平均が 4前後と高く分散も小さいことから、回答にばら

つきがみられなかったことが棄却につながったかもしれない。 
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Hc6a コスト評価の高さは食品ロス削減意図に負の影響を及ぼす：採択 

Hc6b コスト評価の高さは食品ロス削減行動に負の影響を及ぼす：棄却 

 ベネフィット評価と同じく西尾(2005)をもとに仮説を設定した。食品ロス削減への取組

を負担と思うことと食品ロス削減意図に負の相関がある、との西尾(2005)と同様の結果が

得られた。食品ロス削減行動との相関は棄却されたが、Estimate=-0.309、P=0.135であっ

たことから、サンプル数が異なれば採択された可能性がある。 

 

Hc7a 自己実現志向の高さは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす：棄却 

Hc7b 自己実現志向の高さは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす：棄却 

 橋田(2009)をもとに Maslow(1970)の定義を用いて設定した仮説であるが、どちらも棄却

された。その原因として、自己実現志向の定義や質問での表現としては社会に大きく貢献

したいというような印象を与えるものだったが、行動を問う質問では大きな困難を伴うこ

となくできそうなことを列挙したため、ずれが生じてしまった可能性がある。橋田(2009)

では特にボランティアなどを含む手間型環境配慮行動と自己実現志向が相関を示していた

ことから、自身が手間を惜しまず行動することで社会に貢献していることを強く感じられ

る内容の行動であれば、有意になると推測される。 

 

Hc8a 几帳面であることは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす：棄却（負で有意） 

Hc8b 几帳面であることは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす：棄却 

国民生活産業・消費者団体連合会(2013)の冷蔵庫等の中を把握している人は食品を重複

して買わないため食品廃棄が少ないというデータから設定した仮説であるが、どちらも棄

却された。その要因として、回答者に実家暮らしが多く、自身で冷蔵庫などの食料保管場

所を管理している人が少なかったこと、実態調査で食品廃棄の理由として食品の重複を挙

げた人が 0人であり、食品が重複したから廃棄するという場面自体が少ないことが想像さ

れる。自分が何を持っているか把握している几帳面な人は、食品を廃棄する機会が少なく、

食品ロスが重大な問題であるとの考えに結びつきにくいのではないかと推察される。 

 

Hc9a 社会との同調性の高さは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす：棄却 

Hc9b 社会との同調性の高さは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす：採択 

 Thaler and Sunstein(2008)で人間の行動経済学的特徴の一つとして挙げられていること

から、仮説を設定した。その結果食品ロス削減行動との相関のみ採択され、自分自身の考

え（意図）には影響しないが、周囲に左右されやすいと自分に強い考えがなくても従って

行動することが示された。社会的な流れが個人の行動促進に影響力を持つことが再確認さ

れた。 

 

Hc10a 内的統制の高さは食品ロス削減意図に正の影響を及ぼす：棄却 

Hc10b 内的統制の高さは食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす：採択 

 Huebner and Lipsey(1981)で示唆された内的統制と環境保全行動との関連をもとに仮説

を設定した。本仮説も社会との同調性と同様に食品ロス削減行動との相関のみ採択された。

つまり、食品ロスを問題だと考えるか（意図）については相関が見られなかったが、自分

が行動することに意味があると考える人は実際の行動に結び付きやすいと判断できる。 
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8.1.2 組織による取組 

He11 学習の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす：棄却（負で有意） 

石原ら(2014)において環境教育に必要な要素の 1つとして挙げられていたことから仮説

を設定したが、負で有意という結果が得られた。その理由として、今回アンケートで用い

た画像では学習の要素として食品ロスの意味などを用いたが、単純集計で確認したように

約半数の人が既に知っている内容であったことが考えられる。食品ロスに関して既に知っ

ている人に食品ロスの基本的な事項を説明したことが、かえって逆効果をもたらした可能

性がある。 

He12 体験の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす：棄却（負で有意） 

 同じく石原ら(2014)より仮説を設定したが、負で有意という結果が得られた。原因とし

て、アンケートで用いた画像内での表現が十分でなかったことが考えられる。体験の要素

を表現するためにキャンペーンの形式を強調したことで回答者に何か特別な特典等がある

と感じさせてしまったが、実際には体験の要素がない場合と変わらなかったことで、押し

付けのように捉えられてしまい負の影響を及ぼしたのではないかと推察される。 

 

He13 コミュニケーションの提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす：棄却 

 大橋(2002)などの先行研究から知見を得た、企業や団体から消費者に対して行っている

取組について伝えるコミュニケーションの重要性をもとに仮説を設定したが、棄却された。

Carrigan and Attalla(2001)では消費者が問題に取り組んでいる企業等を知ることができ

るように、という観点からコミュニケーションの必要性を指摘している。これらのことか

ら、コミュニケーションは消費者が利用する店舗や商品を選ぶ段階で影響する要因である

可能性が考えられる。今回のアンケートでは既に利用店舗が決まっているという設定であ

ったため、影響がみられなかったと推測される。コミュニケーションが影響する段階につ

いては、今後の研究課題といえる。 

 

He14 生活の質的利益の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす：棄却 

 八木田・西尾(2007)より設定した仮説であるが、棄却された。アンケートで用いた画像

では、生活の質的利益として料理を自分の食べきれる量に調節できることを挙げた。しか

し、実態調査の結果では普段から外食先で料理を食べ残さないと回答する人が約 8割と多

く、量を調節できることが利益だと感じない回答者が存在したと想像される。一方で外食

先での食べ残し理由としては量の多さを挙げる人が最も多く、人によって利益かどうかの

捉え方に差があったと考えられる。 

 

He15 経済的利益の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす：採択 

 He14と同じく八木田・西尾(2007)より設定した仮説であるが、こちらは採択された。こ

れは単純集計やマニュピレーションチェックの結果を見ても、自然な結果だといえる。全

国学生生活協同組合連合会(2018)23のデータによれば、大学生の収入に占める食費の割合は

約 2割であり、割引に関心を持つ人が多かったと考えられる。生活の質的利益でも指摘し

たように、何を利益と感じるかは人によって異なる場合がある。本研究の対象者は大学生

だが、年代や環境によっても違う可能性があり、対象に合わせた利益をアピールするのが

有効であると推察できる。 

                                            
23 全国学生生活協同組合連合会(2018)「第 53 回学生生活実態調査の概要報告」(2018 年 2

月 26 日) https://www.univcoop.or.jp/press/life/report.html （2018 年 9 月 25 日閲覧） 

https://www.univcoop.or.jp/press/life/report.html
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He16 周囲の参加度の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす：棄却 

 Thaler and Sunstein(2008)から仮説を設定したが、棄却された。実態調査で明らかにな

ったように普段から外食先で食べ残さないという人が多く、同調したいと感じる人が少な

かったことが原因の一つと考えられる。また、Goldstein et al(2008)では自分の直接的な

状況に最も一致する集団の規範に最も従いやすいとの調査結果を紹介している。本アンケ

ートでは回答者に示す集団の範囲を特定していなかったため、有意な結果を得られなかっ

たとも考えられる。 

 

He17 社会貢献感の提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす：採択 

 Schneider et al(2017)より、社会に貢献できるという誇りを抱かせることが食品ロス削

減行動に影響を与えると考え仮説を設定し、採択された。高橋・豊田(2012)でも人々の社

会貢献意欲の高まりが指摘されており、社会貢献になるという「誇り」を感じさせたこと

が行動につながることが示唆された。 

 

He18 フィードバックの提供は食品ロス削減行動に正の影響を及ぼす：棄却（負で有意） 

 Thaler and Sunstein(2008)より仮説を設定したが、負で有意という結果が得られた。今

回のアンケートでは食品ロスを「10kg 削減できる」と大まかな数値を提示したが、個人の

取組によってどれほど貢献できたのかが分かりづらかった可能性がある。それにより単な

る事実としか受け止められなかったり、押し付けのように感じられたりしたことが、負で

有意という結果につながったと推測される。この結果から、何をどのようにフィードバッ

クするかによって、行動に悪影響を及ぼしうるということがうかがえる。 
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8.2 全体を通しての考察 

 仮説の検証結果を受けて、考察されることをまとめる。 

 本研究は、食品ロス削減に取り組みやすい消費者の特性や、消費者に食品ロス削減行動

を促すために有効なアプローチ手法を検証することで、消費者の食品ロス削減の取組への

参加を促進するための提言を行うことを目的としている。先行研究から、消費者がある行

動をするかにおいては、行動が重要だと感じていても実際の行動までには至らないという

意図と行動のギャップが存在する場合があるという知見を得た。そのため、意図と行動を

別の変数としてそれぞれに影響を与える要因を分析するモデルを構築した。 

 共分散構造分析において、意図と行動を同一の因子としたモデルと意図と行動を別の因

子としたモデルの妥当性を比較し、意図と行動を分けて 2因子としたモデルのほうが妥当

であるとの結果を得た。この結果は、意図と行動それぞれの規定要因が異なることを示し

ている。 

仮説検証の結果、「食品ロス削減意図」と「食品ロス削減行動」には、それぞれ別の要因

が影響を与えることが明らかになった。以下の図表 74に、「食品ロス削減意図」と「食品

ロス削減行動」を被説明変数とした分析結果を整理する。図表 75に、意図と行動それぞれ

に影響を与える要因を図示する。「食品ロスに関する知識」、「外食頻度」（負）、「ベネフィ

ット評価」、「コスト評価」（負）は、「食品ロス削減意図」には影響を与えるが、「食品ロス

削減行動」には有意な影響を及ぼさない。一方、「女性」、「中食頻度」（負）、「社会との同

調性」、「内的統制」は「食品ロス削減意図」とは有意な相関がみられないが、「食品ロス削

減行動」には影響を与える。また、「経済的利益」と「社会貢献感」は「食品ロス削減行動」

に正の影響を与えることも判明した。 

 

図表 74 意図と行動の分析結果比較 

   食品ロス削減意図 食品ロス削減行動 

属性

要因 

Hc2 女性 棄却 採択 

Hc3 調理加工食品 棄却 棄却 

Hc4 知識 採択 棄却 

Hc19 一人暮らし 棄却 棄却 

Hc20 中食頻度 棄却 採択（負） 

Hc21 外食頻度 採択（負） 棄却 

心理

要因 

Hc5 ベネフィット評価 採択 棄却 

Hc6 コスト評価 採択（負） 棄却 

Hc7 自己実現志向 棄却 棄却 

Hc8 几帳面 棄却 棄却 

Hc9 社会との同調性 棄却 採択 

Hc10 内的統制 棄却 採択 

注）黄色は採択された仮説を表し、（負）は負で採択された仮説である 
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図表 75 意図と行動に影響を与える要因 

 

注）赤線は正の相関、黒線は負の相関 

 

ここでは、主に消費者特性について、なぜ「食品ロス削減意図」と「食品ロス削減行動」

との間で影響を与える要因が異なるのか考察したい。 

そもそも、意図と行動との間にギャップが存在する理由として、ある社会問題を重大な

問題だと感じていても、他の要因を考慮した結果、行動に移さないことがあるからだと考

えられる。消費者が考慮する他の要因として、Carrigan and Attalla(2001)では価格、品

質、ブランドイメージなどが挙げられ、Deng(2015)では購買慣性、情報の入手困難さ、社

会環境などが挙げられた。消費者が購買時に個人的な要因を考慮してしまうことは、消費

者へのヒアリングでも裏付けられている。 

本研究で「食品ロス削減意図」と相関があるとの結果が得られた要因は、食品ロスの問

題を知っているか、それに対しどう考えているか、といった表面的な知識や感覚が中心で

あると整理することができる。それに対して「食品ロス削減行動」との有意な相関がみら

れた要因は、消費者が食品ロスが発生するかもしれないと感じる状況に直面する機会がど

の程度あるかに関わるものや、周囲の状況と同調しやすいなどその人の行動の仕方を決め

る性格が中心ということができる。 

Subrahmanyan et al(2015)によれば、個人の基盤となるコミュニティの考え方が個人の

倫理観として内部化され倫理的消費の実践に影響を与えるが、個人の倫理観がすべての場

面で現れるわけではなくその個人の中で優先順位が存在する。これを一般化すると、人に

はその人の基盤となるコミュニティから影響を受けた考え方が存在し、その中でも優先順

位があるということができる。また、「フードバンクかながわ」様へのヒアリングの中で、

継続的に活動し存在を認知してもらうことによって、普段は協力する機会がない人が偶然

協力しうる機会に直面した際に、活動のことを思い出して協力してくれる可能性が高まる

とのお話があった。これは、問題やそれに対する取組に触れる機会が多いと、ふとした時

に思い出して行動につながることを表しているといえる。 
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以上を踏まえると、次のように結論付けることができる。つまり、食品ロスについて知

っていたり、食品ロス削減に取り組むことを有益（又は負担）と感じたりしても、それが

表面的なものにすぎない状況では、自分の中で既に構築されている優先順位の方が重視さ

れるため行動につながる可能性は低い。一方、食品ロスに直面する機会が多いとふとした

時に思い出して、食品ロス削減に配慮するという行動につながりやすい。また、個人の行

動を規定する性格や基盤となる考え方が「食品ロス削減」とうまく組み合わさった時に、

消費者の行動が促されるのではないか。 
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9. 提言 

 本研究の目的は、食品ロス削減意図及び食品ロス削減行動に影響を及ぼす消費者特性と、

消費者に食品ロス削減に向けた行動を促すために効果的なアプローチ方法を明らかにする

ことで、消費者の食品ロス削減行動を促進するためにどうすればよいか提言を行うことで

ある。2章では食品ロスに関連する二次データを分析し、3章で食品ロス削減に向けた取組

事例とヒアリングの内容を紹介した。続いて 4章では先行研究を概観した。それらを踏ま

えて 5章で仮説を設定し、6章で分析のために用いたアンケートの概要を示した。7章でア

ンケート結果をもとに共分散構造分析及びコンジョイント分析を実施し、8 章で仮説の検

証結果をもとに考察した。最後に本章では、仮説の検証結果及び考察をもとに提言を行う。 

 

9.1 提言 

9.1.1 全体への提言 

これまでの研究から、食品ロスの削減においても意図と行動との間にギャップが存在す

ることが実証された。従って、食品ロス削減意図に影響を与えるだけでは不十分であり、

食品ロス削減行動につながるアプローチを行わなければならない。消費者の行動を促進す

るために考えられることを、教育と広報の面からまとめる。 

 

･教育 

食品ロス問題について知らない人に対してはまず問題の存在を認知してもらう必要があ

る。そのため、学習によって消費者に知ってもらうことが重要なのは疑いない。しかし、

単に表面的な知識を持っているだけでは行動にはつながらない。問題だと思っていても、

個人的な他の要因を優先させてしまいがちだからである。また、既にいくらかの知識を持

っている人に既に知っていることを伝えようとしたり、不十分な情報提供をしたりすると、

他人事として捉えられたり、押し付けのように感じられたりして、逆効果になる可能性も

ある。従って、消費者への情報の与え方には十分に配慮する必要がある。例えば、同じ情

報ばかりではなく、消費者に新たな発見を与えることができるように、伝える内容を更新

していくことで消費者が興味を持ち続けられるようにすることや、自分のこととして考え

られるようなきめ細かい情報提供が可能になれば、押しつけがましいと感じられることを

防げるかもしれない。また、「フードバンクかながわ」様のヒアリングで述べられたように、

直接働きかけすぎない方法で継続的に消費者が問題や取組に触れられる機会を設けること

も有効ではないかと考える。消費者が、その時は自分に関係ないと思っていても、偶然そ

の場面に直面したときに取組の存在を思い出して行動につながることは十分考えられるか

らである。 

 

･広報 

消費者への広報については、個人の行動を規定する性格や物事の優先順位といった考え

方をうまく活用することが有効だといえる。以下の図表 76は、本研究のコンジョイント分

析で採択された要素を組み合わせて作成したイメージである。例えば、「料理を完食して頂

いた方には食事代金を割引します」という文言で示すように「経済的利益」が食品ロス削

減行動に正の影響を及ぼすという仮説が採択された。これは価格など金銭的要因の優先順

位が高い大学生にとって、食事代金の割引という優先順位に合致した要素が食品ロスと組

み合わされていたことで強い関心を呼んだものと推察できる。 
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図表 76 本研究で有効だった要素を組み合わせたイメージ 

（経済的利益、社会貢献感） 

 

 

このように、個人の行動に影響力を持つ性格や価値観と食品ロス削減への取組をうまく

組み合わせることができれば、行動につながる可能性が高まる。個人の優先順位について

は、大学生なら金銭的な要因が上位に入り、さらに上の世代であれば健康の優先順位が高

まるなど、世代や生活環境によって変化することも予想される。対象者の興味・関心にあ

った要素の選び方が重要となるだろう。また、「社会との同調性」については、程度の差は

あれ誰でも持ち合わせている行動経済学的特徴である。Goldstein et al(2008)で言及され

たように訴求方法に配慮する必要があるが、消費者の行動促進に利用することができるの

ではないか。 
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9.1.2 各主体への提言 

 全体の提言を踏まえて、3章で取り上げた事例の分類に沿って、それぞれに対し提言を

行う。 

 

･行政機関・企業 

 行政機関や企業が行う取組は情報提供と取組への呼びかけが主であるが、前述のように

伝え方に配慮しないと逆効果になってしまう恐れがある。提供する情報を定期的に更新し

たり、自分のこととして捉えられるようきめ細かい情報提供をしたりできれば、消費者に

受け入れられやすくなる可能性がある。また、消費者の性格をうまく利用した情報提供や

呼びかけを積極的に用いることが必要である。例えば、Morton Salt社は消費者に対して

自身の取組を SNSで拡散するよう呼びかけている。自身の取組を拡散する人が増え社会的

に広がりを見せれば、同調性の高い人を中心に更に取組が拡大していくことが考えられる。

その点においては、ソーシャルメディア上で影響力を持つ投稿者であるインフルエンサー

を活用した広報も有効かもしれない。 

 

･インターネットプラットフォーム 

 フードシェアリングサービスは近年登場した取組でありまだ消費者に十分認知されてい

ないが、社会での関心は高く、これから浸透していくことが予想される。しかし、初めは

多くの人が興味を持って利用しても、利用が継続されなければ食品ロス削減への効果は限

定的なものになってしまう。消費者に継続的に受け入れられるには、消費者の性格や心理

的な優先順位を的確にとらえ、それを満たすサービスを維持することが求められる。サー

ビスを利用することで得られるメリットが消費者の考慮する優先順位とずれたものになら

ないように、サービスを改良し続けていくことが必要だろう。 

 

･NPO/NGO 

 NPOや NGO は、各団体の活動について理解を深めてもらい支援者を増やすために、消費

者への教育が不可欠である。活動の専門性や柔軟性を生かして、消費者に新しい発見を提

供できる体験イベントの実施など、継続的に消費者が問題に触れることのできる機会を作

ることで、消費者に取組の存在を認知し理解してもらう必要がある。また、NPOや NGOの

活動は、参加することで消費者が社会貢献を強く実感できるものが多い。近年の社会貢献

意欲の高まりを踏まえると、参加が社会貢献につながることを訴求することで消費者の関

心を集めることができると想像される。教育や社会貢献への興味によって関心を持った消

費者が活動に参加しやすいよう、消費者の利便性の高い場所で活動を行う、容易に情報を

入手できるようにするなどして、意図から行動へ進むうえでの障壁を取り除くことも重要

である。 
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9.2 本研究の限界 

 本研究の限界についてまとめる。 

 まず、組織による取組について十分な検証ができなかった点である。アンケートでの表

現が適切でなかったり、回答者に負担を感じさせるものであったりしたため、本来意図し

ていた検証ができなかった。結果として消費者へ伝える内容によっては逆効果をもたらす

可能性があるという考察を得ることができたが、今回棄却された仮説について再度検証す

る必要性があると考える。 

 本研究では、消費者の行動促進のために活用できる消費者の性格として、「社会との同調

性」と「内的統制」が採択された。しかし、他にも食品ロス削減と組み合わせることで消

費者の行動促進に有効な消費者特性は存在すると推測される。今後の研究でそれらを明ら

かにすることで、社会問題における消費者の取組参加の促進に更に貢献できればと思う。 
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附属資料 

食品ロスに関するアンケート 
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アンケート単純集計 

 

図表 77 アンケート回答者学年（回答者数、N=158） 

 

 

図表 78 アンケート回答者性別（回答者数、N=158） 
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図表 79 居住形態（回答者数、N=158） 

 

（「現在住んでいるのはどのような形態ですか」についての回答） 

 

図表 80 食事形態（回答者数、N=158） 

 

（「一週間の食事で、自炊（親の作ったもの含む）、中食（スーパーやコンビニで購入した

弁当や総菜を家などで食べる）外食の割合はどの程度ですか」についての回答） 
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食品ロスに関する知識 

図表 81 「食品ロス（フードロス）」の言葉の認知度（回答者数、N=158） 

 
（「「食品ロス（フードロス）」という言葉を知っていますか」についての回答） 

 

図表 82 食品廃棄量の認知度（回答者数、N=158） 

 
（「現在日本でどのくらいの食品廃棄がされているか知っていますか」についての回答） 

 

図表 83 賞味期限と消費期限の違い（回答者数、N=158） 

 

（「賞味期限と消費期限の意味の違いを知っていますか」についての回答） 
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図表 84 期限の近い食品の割引販売についての意識（回答者数、N=158） 

 

（「賞味期限が近くなった商品が割引されて販売されている場合、購入に抵抗を感じますか」

についての回答） 
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図表 85 購入した食品の廃棄実態（回答者数、N=158） 

 

（「お店で購入した食品を、飲食しきらずに廃棄することはありますか」についての回答） 

 

図表 86 購入した食品の廃棄理由（複数回答可、回答者数、N=158） 

 
（「その理由で、当てはまるものをお選びください（複数回答可）」についての回答） 

 

  

8

60
58

32

0

10

20

30

40

50

60

70

よくある たまにある あまりない 全くない

回
答
者
数(

人)

2

47

0

4

17

42

38

16

46

53

0 10 20 30 40 50 60

買ったことを忘れていたから

廃棄しない

すでに買っていたものをまた新しく買ったりもらっ

たりしたから

すぐに食べる予定がないから

飽きたから

味が好みでなかったから

量が多かったから

品質の劣化はなさそうだが、賞味期限を過ぎたから

品質の劣化はなさそうだが、消費期限を過ぎたから

味、見た目、においなどが劣化したから

回答者数(人)



 122 

図表 87 外食での食べ残し実態（回答者数、N=158） 

 
（「外食の際、出された料理を飲食しきれず残すことはありますか」についての回答） 

 

図表 88 外食での食べ残し理由（複数回答可、回答者数、N=158） 

 

（「その理由で当てはまるものをお選びください（複数回答可）」についての回答） 
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図表 89 食品ロス削減の取組の認知度（回答者数、N=158） 

 

（「以下の取組や団体を知っていますか、また利用したことがありますか」についての回答） 

 

以上の他に利用・参加したことのある食品ロス削減のための取組（自由回答） 

「お金の工面も考えて積極的にスーパーの消費期限間際の割引商品を買っています」 
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